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（注1）

）

　2006年 3 月30日、2006年テロリズム法（Ter-
rorism Act 2006（c.11））が成立した。
　この法律は、2005年 7 月に発生したロンドン
同時多発テロ事件の以前から、政府が提出を検
討していたもので、2000年テロリズム法（Ter-
rorism Act 2000 （c.11））を補足し、国内に存
在するテロリスト組織の取締りを徹底すること
を目的としている。
　2006年テロリズム法に含まれる規定には、テ
ロリスト容疑者の勾留期間延長、「テロリズム
賛美」の犯罪化等があり、市民的自由の観点等
から、その行き過ぎに反対する議論も強かった。
　本稿では、イギリスにおける近年の対テロリ
ズム法制の流れを俯瞰した上で、この2006年テ
ロリズム法を解説・紹介する。また次号（「外
国の立法」第230号）では、法律の翻訳を掲載
する予定である。

Ⅰ　イギリスの対テロリズム戦略
　イギリスには、アメリカ合衆国の国土安全保
障省に該当する対テロリズム活動を一括する省
庁は存在しない。しかし国内の安全保障に責任
を有する内務省が、警察

（注2）

や情報部（Security 
Service、通称 MI5）、地方自治体、緊急救助活
動等と提携する形でこれに当たっており、その
責任は警察、刑事、反社会行動の取締り等を所
管するトニー・マックナルティ内務省担当大臣
が負う。また、ジョン・リード内相が議長を務
め、情報機関の長が参加する閣僚小委員会が、
複数の政府省庁にまたがる戦略の調整に当たっ
ている

（注3）

。
　イギリス政府の対テロリズム戦略（counter-
terrorism strategy）は、CONTEST（コンテ
スト）と呼ばれる 5 か年計画である。

　内務省対テロリズム・情報局（Counter-Ter-
rorism & Intelligence Directorate）ウェブサ
イト

（注4）

は、この戦略に関して、機密扱いのものに
触れない範囲内で、包括的な情報を記載してい
る。
　CONTEST は2004年 3 月11日のマドリッド
事件を受けて策定された戦略で、その目的は「国
際テロリズムの危険を減少させ、人々が自由に
安心して出歩けるようにすること」である。
　戦略の柱は、防止（Prevention）、追跡（Pur-
suit）、防護（Protection）、準備（Preparedness）
の 4 つの P からなり、その活動内容は以下の
とおりである。

⑴　防止

　テロリズムが発生する根本原因への対処がこ
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れにあたる。次のものが挙げられる。
・ イスラム教徒コミュニティとイギリス社会と

の緊張を緩和すること。

　 この背景には、イギリス政府が多文化社会で
あるという建前と、イスラム教徒コミュニ
ティを刺激したくないという本音の下に、そ
の内情に踏み込もうとしなかったことが挙げ
られる。またイギリスにいるイスラム教徒も
「母国」伝来の習慣を守り、イギリスの一般
社会への参加、統合が進まなかった。こういっ
た経緯もあり、イスラム教徒コミュニティは
文化的にイギリス社会から隔絶、孤立し、そ
の一方で経済的格差は広がり、差別や偏見等
の問題も生じた。

　 　緊張緩和の手段としては、イスラム教徒コ
ミュニティにおける宗教教育の一環として市
民教育を学ばせること等、社会統合のために
イスラム教徒側からの歩み寄りを促すことが
挙げられている。これに加えて、イスラム教
徒の差別からの保護も含まれる。労働党政府
による度重なる宗教的憎悪扇動の犯罪化規定
の試み（後掲のⅡ‒ 2 ‒ ⑵ の「人種及び宗教
の憎悪」で解説する）も、この政策の一環と
考えられる。
・ テロリスト活動の勧誘を行う者（後述するイ

スラム過激派の聖職者を含む）を取り締まる

こと（後記Ⅴ「2006年テロリズム法の概要と
議論」を参照）。

・ テロリスト組織を活性化させる国際紛争を解

決すること。

⑵　追跡

　テロリストとその支援者を追跡し、テロリス
ト組織を撹乱させることをいう。このことに関
しては、対テロリズム法制の枠組みが重要な意
味を持つ（後記Ⅱ「イギリスの対テロリズム法
制」を参照されたい。）。

⑶　防護

　重要国家基盤設備（National Critical Infra-
structure、NCI）への攻撃に対する回復力を向
上させることをいう。
　NCI には、緊急救助活動、エネルギー、金融、
食料、政府及び公共サービス、保健、公共の安
全、交通及び水道の各部門が該当する。

⑷　準備

　テロ事件が発生した後、これに即応できるよ
う要員及び資源を配置することをいう。
　特に化学（chemical）物質、生物（biological）、
放射性（radiological）物質又は核（nuclear）
を利用した攻撃に備え、2001年10月に内務省が
関連機関を主導するための枠組みとして策定さ
れた CBRN 回復力活動計画（CBRN Resilience 
Programme）が重視される。

　前述したように、CONTEST の具体的内容
を窺い知ることはできないが、2005年10月23 
日付サンデータイムズ紙

（注5）

は、首相直属の政策実
行評価ユニットが、同戦略を批判する内容の内
部文書を、首相府における内部審議用に提出し
たと報じている。
　報道は、漏洩した11ページからなる文書に基
づくもので、「戦略が未熟で、事前計画も調整
が取れていないか、未だ策定されておらず、実
行にあたっての責任の所在が不明確。実際の影
響評価がほとんど行われず、目標も曖昧」とい
う厳しい批判と、内閣府に対テロリズム担当大
臣を置くべきとの勧告を紹介している。

Ⅱ　イギリスの対テロリズム法制
　2006年テロリズム法制定以前のイギリスの対
テロリズム法制は、2000年テロリズム法を中核
とし、2001年反テロリズム、犯罪及び安全保障
法（Anti-Terrorism, Crime and Security Act 
2001（c.24））及び2005年テロリズム防止法
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（Prevention of Terrorism Act 2005（c.2））
によって補足されている。
　以下に、これらの法律の概要とその制定の背
景を説明する

（注6）

。
　本稿において主務大臣（Secretary of State）
と表記する場合は、特に明記しない限りは内相
（Secretary of State for the Home Depart-
ment）をいう。

1 　2000年テロリズム法

⑴　制定の経緯

　イギリスは、長らく過激なアイルランド共和
国派

（注7）

によるテロ活動に悩まされ、1970年代から
1 年間の時限立法として、テロリズム対策臨時
措置法を、毎年更新し続けてきた。
　具体的には、北アイルランド以外の連合王国
に適用する1974年テロリズム防止（臨時措置）
法（Prevention of Terrorism ［Temporary 
Provisions］ Act 1974 （c.56））及び北アイルラ
ンドに限って適用する1973年北アイルランド
（緊急措置）法（Northern Ireland ［Emergency 
Provisions］ Act 1973 （c.53））がこれに該当す
る。前者は1989年、後者は1996年にそれぞれ 3
度目にして最終の改正を受けている。
　これらの対テロリズム法制は、制定時点で、
取締対象として北アイルランドのテロリズム

（注8）

を
意図しており、その後（1984年）の改正によっ
てようやくその他の国際テロリズム（internatio-
nal terrorism）を取締対象に含むようになった。
また当初の取締対象である IRA 等の組織が、
明確な政治目的を持っていたことに鑑み、テロ
リズムを「公衆又は公衆の一部に対して恐怖を
与えることを目的とした暴力の行使も含む、政
治目的の暴力」と定義している。
　しかし1998年 4 月10日の聖金曜日協定（Good 
Friday Agreement）成立と1990年代後半に活
発化してきたイスラム過激派による国際テロリ
ズム活動を受けて、総合的かつ恒久的な対テロ

リズム法の制定が求められるようになった。ま
た、1998年に発表された協議書「対テロリズム
法
（注9）

」は、従来の法制が北アイルランド問題以外
の国内要因に基づく「国内テロリズム（domestic 
terrorism）」に対して不備であると指摘してい
る。
　前掲協議書は、国内テロリズムの具体例とし
て、過激なスコットランド及びウェールズの独
立運動、過激な動物権団体による動物実験を行
う研究施設等への直接行動等を挙げている。た
だし、スコットランド及びウェールズの独立運
動は協議書発表の時点で既に下火であり、分権
化の推進でさらに沈静化することが予想されて
いた
（注10）

。
　こうした流れを受けて、2000年 6 月20日、過
去の対テロリズム法制を統合し、さらに新規定
を盛り込んだ総合的対テロリズム法として、
2000年テロリズム法が成立した。

⑵　法律の概要

　2000年テロリズム法は 8 部131か条と16の附
則からなり、次のような規定を定めている。

定義

　テロリズムに広い定義を与え、あらゆるタイ
プのテロリズムへの対応を可能とする。
　以下に、テロリズムを定義する第 1 条を訳す
（下線部は今回の2006年テロリズム法によって
追加された部分である）。

　第 1 条　テロリズム：定義
　⑴ 　この法律において、「テロリズム」とは

次のいずれにも該当する行動の利用又は脅
迫をいう。

　　⒜ 　行動が第 2 項に該当すること。
　　⒝ 　利用又は脅迫が、政府又は政府間国際

機関に影響を及ぼし、又は公衆若しくは
公衆の一部を恫喝する意図を持っている
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こと。
　　⒞ 　利用又は脅迫が、政治的、宗教的又は

思想的な目的のために行われていること。
　⑵ 　次のいずれかに該当する行動は、この項

に該当する。
　　⒜ 　人に対する深刻な暴力を伴うこと。
　　⒝ 　資産に対する深刻な被害を伴うこと。
　　⒞ 　行動を行った者以外の人の生命を危険

に晒すこと。
　　⒟ 　公衆又は公衆の一部を、深刻な健康上

又は安全上の危険に晒すこと。
　　⒠ 　電子システムに深刻に干渉するか、混

乱させることを意図していること。
　⑶ 　第 2 項に該当し、火器又は爆発物の使用

を伴う行動の利用又は脅迫は、第 1 項⒝号
の条件を満たすか否かにかかわらず、テロ
リズムとする。

　⑷ 　この条において、以下の規定に掲げる用
語の解釈は、当該規定の定めるところによ
る。

　　⒜ 　「行動（action）」とは、イギリス国外
の行動を含む。

　　⒝ 　あらゆる人又は資産に対する言及は、
場所にかかわりなくあらゆる人又は資産
についての言及とする。

　　⒞ 　公衆への言及は、連合王国以外の国の
公衆への言及を含む。

　　⒟ 　「政府」とは、連合王国、連合王国の地
方（Part）又は連合王国以外の国の政府
を意味する。

　⑸ 　この法律において、テロリズムの目的の
ために行われた行動への言及は、禁止され
た組織のために行われた行動を含むものと
する。

テロリスト組織の指定（Proscription）

　2000年法では、主務大臣に、テロリズム活動
を実行したり、参加した組織、テロリズムを準

備、助長、奨励したり、テロリズムに関与した
組織を非合法化の対象として指定する権限が与
えられた。
　また当該組織に所属した者や、それを支援す
る者は、最高10年以下の拘禁刑と罰金が併科さ
れることになった。
　これは、テロリズム防止（臨時措置）法の規
定を継承するものであるが、前掲のテロリズム
の定義拡大に伴い、指定できる組織の幅が広
がっている。2006年 2 月28日現在、国際テロリ
ズム組織40（ほとんどがイスラム過激派の組織）、
国内テロリズム組織14（全て北アイルランドの
組織）が指定されている

（注11）

。

テロリスト資産の遮断

　テロリスト資産を定義し、募金活動等による
テロリズムへの財政的支援とテロリスト資産の
マネーロンダリング等を違法とし、テロリズム
に関係した資産の疑いがあるとき、発見者は通
報する義務を負うことを規定する。
　これも、テロリズム防止（臨時措置）法の規
定を継承するものであるが、テロリズムの定義
拡大に伴って、より広範な適用が可能となって
いる。
　また警察官、入国管理官及び関税局職員には、
テロリスト資産の疑いがある資金（小切手、手
形等を含む）を押収し、裁判所の命令があれば、
最高 2 年間保管する新しい権限を与えられた。
押収した資金を没収する手続の申請も可能で、
従来のように、該当者に対する刑事訴追による
有罪宣告を経ることなく、資産の押収・没収が
可能となった。この規定は、1994年麻薬取引法
（Drug Trafficking Act 1994 （c.37））の規定を
取り入れたものである。

非常線の配置

　特定地域でテロ活動が予測される場合、警察
は最長28日間該当地域に非常線を配備し、人や
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車輌の進入を禁止したり、退去させることがで
きる。違反者は最高 3 月以下の拘禁刑と2500ポ
ンド（約50万円）の罰金が併科される。
　この規定は、1996年テロリズム防止（追加権
限）法（Prevention of Terrorism ［Additional 
Powers］ Act 1996 （c.7））の該当規定を継承し
ている。

警察の権限

　警察官は、テロリストと疑うに足る理由があ
る者に対して任意に職務質問と身体検査を行い、
令状なしで逮捕し、最高48時間まで勾留できる。
　警察は、裁判所が交付した令状があれば、テ
ロリスト容疑者を最長 7 日間勾留できる。この
規定は、2003年刑事司法法（Criminal Justice 
Act 2003 （c.44））によって改正され、テロリス
ト容疑者の勾留期間は14日まで延長された（殺
人、レイプ、重大詐欺等の犯罪でも 4 日間にす
ぎない）。
　48時間を超える勾留の延長には、尋問等によ
る証拠の取得、証拠の保存、強制退去手続にか
かる待機、訴追を行うか否かの検察の判断待ち
等の理由が必要となる。
　また警察副署長以上の警察官が、令状を交付
し、主務大臣が権限付与を認めた場合、警察官
は28日間にわたって令状で指定された地域にお
いて、任意に通行人又は車輌を停止させ、職務
質問と検査を行うことができる。
　テロリスト容疑者の勾留期間以外の規定は、
ほぼ従来のテロリズム防止（臨時措置）法を踏
襲するものである。

新しい犯罪の規定

　以下に掲げる行為を犯罪とする。
・火器、爆薬、核兵器、生物兵器又は化学兵器

の指導又は訓練を行うこと、又は受けること

　北アイルランド（緊急措置）法において、既
に北アイルランドに適用して、火器、爆薬に関

する指導又は訓練を禁止する規定が含まれてい
たが、これをイギリス全土に適用することとし、
さらに核、生物及び化学兵器をその対象に含め
ている。
　最高10年の拘禁刑と罰金を併科する。

・テロリスト組織を指揮すること

　北アイルランド（緊急措置）法において、既
に北アイルランドに適用して禁止されている
が、これをイギリス全土に適用する。
　無期の拘禁刑を科する。

・テロリズムを目的とする物品を所有し、情報

を収集すること

　テロリズム防止（臨時措置）法の規定を継承
するものである。
　最高10年の拘禁刑と罰金を併科する。

・海外におけるテロリズム活動を扇動すること

　1998年刑事司法（テロリズムと共同謀議）法
（Cr im i n a l  J u s t i c e  ［Te r r o r i sm  and 
Conspiracy］ Act 1998 （c.40））の規定を継承す
るものである。
　扇動した罪に対するものと同じ罰を科する。

国際条約の批准

　爆発物を利用したテロリズムやテロリズムの
資金に関する犯罪を国外で犯した者を、イギリ
ス国内で裁くことを可能とし、また1989年身柄
引渡法（Extradition Act 1989 （c.33））を改正
することで、国外に身柄を引き渡すことも可能
となった。
　 こ れ は、 国 連 の「 爆 弾 テ ロ 防 止 条 約
（International Convention for the Suppres-
sion of Terrorist Bombings）」及び「テロ資金
供与防止条約（International Convention for 
the  Suppress ion  o f  the  F inanc ing o f 
Terrorism）」の批准を可能とするための規定
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である。

⑶　2000年法に対する批判

　2001年 9 月11日から2005年 9 月30日までの、
2000年テロリズム法に基づく逮捕者は895人で、
その内過半数の496人が不起訴・釈放され、起
訴の上、2000年法に基づいて有罪宣告を受けた
者は23人と非常に少ない

（注12）

。
　また、2003年ロンドンで行われた武器品評会
に対する抗議行動を行った者が、警察の職務質
問と検査を受けた事件、2005年 9 月労働党大会
でストロー外相の演説に野次を飛ばした者が身
柄を拘束された事件

（注13）

等、2000年法がテロと関係
なく使用された例もある。
　2006年 2 月19日には、グアンタナモ基地に 2
年間収容された後、放免されたイギリス国籍の
イスラム教徒の経験を描いた映画「グアンタナ
モへの道（Road to Guantánamo）」で収容者を
演じた俳優 2 名及びモデルとなった元収容者 2
名が、 2 月19日、同映画がベルリン国際映画祭
で銀熊賞を獲得し、帰国した際に、この法律に
基づいて警察に拘束され取調べを受ける事件が
発生した

（注14）

。
　これらの事件は、（強大な警察権限、広範な
テロリズムの定義等の理由から）2000年テロリ
ズム法が濫用の余地が大きい証左であるとの議
論に論拠を与え、政府が新たな対テロリズム政
策を打ち出すたびに、懐疑心と抵抗感を強める
結果を招いている。

2 　2001年反テロリズム、犯罪及び安全保障法

⑴　制定の経緯

　2001年反テロリズム、犯罪及び安全保障法は、
2001年 9 月11日アメリカ合衆国で発生した同時
多発テロ事件（以下「 9 ・11事件」とする。）
を受け、同年12月14日に制定された。
　法律が制定された背景には、事件によって注
目を浴びたイスラム過激派テロリストの国際

ネットワークにとって、イギリス、特に国際金
融の中心地であるロンドンが、拠点の役割を果
たしているとの指摘があったからである。
　ロンドンには約100万人のイスラム教徒（イ
ギリス全体で150万から180万人といわれ、その
約半数がパキスタン、バングラディッシュ系と
いわれる）コミュニティが存在している。さら
にイギリスは、移民・難民の受入れに比較的寛
容であり、また欧州人権条約の建前上、死刑や
拷問の可能性がある国への犯罪者の身柄引渡し
が困難であるという状況下にあった。
　こうした好条件が、海外のイスラム過激派の
ロンドンへの大量流入を招き、活動拠点として
利用される結果を招いているとの指摘は、欧米
及びイスラム教圏の各国から前々からなされて
いた
（注15）

。特に問題視されたのが、「憎悪の説教師
（preachers of hate）」と呼ばれるイスラム過
激派の流れを汲む聖職者達が、その立場を利用
し、テロリスト組織のための活動資金を調達し、
またイスラム教徒の若者に対し、過激な反西洋
的イスラム思想を吹き込み、甚だしくは海外の
「聖戦（ジハード）」への参加を呼びかけるこ
とである。
　特に聖戦への参加に関しては、2001年12月22
日にアメリカで航空機爆破未遂事件を起こした
イギリス国籍のイスラム教徒リチャード・リー
ドや、 9 ・11事件の共犯者であるモロッコ系フ
ランス人のザカリアス・ムサウィが、イギリス
のフィンズベリー・パークのモスクで過激な聖
職者の説法に影響を受けたとする指摘があっ
た。
　また、2002年 3 月10日付のオブザーバー紙は、
情報部の元エージェントの談話として、2001年
だけでも、毎月数十人のイギリス国籍を持つイ
スラム教徒がアフガニスタン、チェチェン、ア
ルジェリアで戦うために出国したと明らかにし
た。2005年 7 月11日のニュース・オブ・ザ・ワー
ルド紙は、前ロンドン警視庁長官スティーブン
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ス卿の談話として、イギリスに在住するイスラ
ム教徒3000人がウサーマ・ビンラーディンの訓
練場で訓練を受け、内200人がテロ事件を起こ
しうると報じている。
　 9 ・11事件以前において、イギリス政府はイ
ギリスが国際テロリズムのために「金も人も出
す国」であるとの批判を受けても、国内のイス
ラム教徒を刺激したくない思惑もあって、強硬
な取締りを打ち出さなかった。こういった姿勢
が、海外の一部メディアをして、イギリス政府
が意図的にイスラム過激派を放置することで、
イギリスだけはテロ事件の標的にならないよう
暗黙の了解をとりつけているとの批判を招く一
端をなした

（注16）

。
　しかし、 9 ・11事件を受け、この問題がアメ
リカとの「特別な関係

（注17）

」を僅かなりとも損なう
ことを恐れたイギリス政府は、新法制定に踏み
切ることとなった。

⑵　構成と概要

　2001年反テロリズム、犯罪及び安全保障法は、
14部129か条と 7 の附則からなる。その多くの
規定は、イギリスの内外にまたがる国際的なテ
ロリストネットワークの活動を取り締まるもの
である。
　2001年法の主な規定は次の通りである。

テロリスト資金の取締強化

　裁判官が口座監視命令（account monitoring 
order）を発することで、金融機関に90日間に
わたる口座情報を提供させることを可能とした。
また、法執行機関に、イギリス国内のテロリス
ト資金を、捜査開始と同時に差押える権限を付
与した。
　外国居住者若しくは外国政府の財産を、財務
省が凍結することを可能とした。

外国籍テロリスト容疑者の長期拘束

　主務大臣に、外国籍者を国際テロリスト容疑
者（suspected international terrorist）として
認定する権限を与えた。認定を受けた者は、国
外への退去強制、国外退去、入国拒否等の対象
となる。退去先の国で拷問、死刑を受ける可能
性があることなどからこれが可能でない場合は、
同人が自発的にイギリスを出国するまで無期限
に拘束される。
　この目的のために、1998年人権法（明示され
た適用除外）に関する2001年命令（The Human 
Rights Act 1998 ［Designated Derogation］ 
Order 2001 （Statutory Instrument 2001 
No.3644））を定め、イギリスがテロリズムの脅
威による緊急事態に直面しているとの事由で、
欧州人権条約第15条「緊急時の適用除外」に基
づき、同条約第 5 条「身体の自由及び安全性に
対する権利」第 1 項からの適用除外を明示して
いる。
　国際テロリストと認定された者は、遅くとも
拘束後 6 か月以内に特別移民上訴委員会
（Special Immigration Appeals Commission）
の審査を受け、その後 3 か月毎に審査を定期的
に受けることができる。
　この規定は15か月で効力を失うが、2006年11
月10日までであれば、議会両院の肯定的決議手
続に基づく命令によって 1 年毎の更新が可能で
ある。

人種及び宗教に対する憎悪助長の禁止

　1986年公共秩序法（Public Order Act 1986 
c.64）第17条の人種的憎悪の定義を改め、従来
はイギリス国内のグループに対する憎悪のみが
違反対象だったものを、国外のグループに対す
る憎悪も違反対象とした。改正により、憎悪を
煽る活動に対する罰則は、最長 2 年の拘禁刑か
ら 7 年へと延長された。
　また1998年犯罪及び秩序紊乱法（Crime and 
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Disorder Act 1998 （c.37））を改正し、特定犯
罪（脅迫・暴行、器物損壊、暴力の挑発、嫌が
らせ等）の動機としての宗教的憎悪を、人種的
憎悪と並んで加重事由とする。
　これらの規定は、 9 ・11事件の影響によるイ
スラム教徒に対する憎悪犯罪に備えたもので、
イスラム教徒の反発をかうことが必至の対テロ
リズム政策の鞭（イスラム圏に対する軍事行動、
イスラム教徒が狙い打ちにされる取締強化策等）
に対する飴とも解釈できる。
　労働党政府は、2001年法の法案段階で、既に
存在する人種的憎悪の扇動と並んで、宗教的憎
悪の扇動を犯罪として扱うことにしていたが、
言論の自由の侵害との抵抗を受け、特定犯罪の
加重事由とする形で妥協した。その後、2005年
重大組織犯罪及び警察法（Serious Organised 
Crime and Police Act 2005 （c.15））の法案に同
様の規定を盛り込んだが、自発的削除に追い込
まれた

（注18）

。現会期（2005－2006年）においては、
同様の規定が提出され、 2 月16日、人種的及び
宗 教 的 憎 悪 禁 止 法（Racial And Religious 
Hatred Act 2006 （c.1））として成立した。

大量破壊兵器の製造・所持等の禁止

　国境を越えた化学・生物兵器の製造、移転を
禁止し、核兵器の爆発、開発、製造、移動、所
有及び使用の意図や使用するとの威嚇を目的と
した軍事的準備への関与を禁止した。

有害物質の管理

　病原菌や毒物を保有する研究所等の責任者に
対して、警察に、保有物を報告し、合理的な安
全上の要請に応え、施設が保有する有害物質に
近づくことのできる者に関する情報を提供する
義務を課した。主務大臣には、特定の人物を指
名して施設に近づけないようにする権限が付与
された。

航空の安全

　許可を得ず航空機や飛行場の制限区域内に
入った者を、強制退去させる権限を警察官及び
空港関係者に与え、上記に該当する者や飛行場
に不法に侵入した者等を、警察官が令状なしに
逮捕できることにした。

通信データ保持の規則

　主務大臣が、通信サービス事業者及び情報管
理官
（注19）

との協議の上で、実務綱領（statutory code 
of practice

（注20）

）を作成し、これに基づいて、通信
サービス事業者が、一定期間利用者の通信デー
タを保持し、国家安全保障の目的で、安全保障、
諜報及び法執行を担当する機関へ提供すること
を可能とした。
　保持されるデータには、通信の内容は含まれ
ない。保持の期間、保持するデータについては、
実務綱領で次のように定められている。

・ サービス加入情報：氏名、生年月日、住所、
料金支払方法、口座又はクレジットカード情
報及び電話番号、e メールアドレス等の連絡
情報等をいい、12か月保持される。

・ 電話情報：通話のあったすべての電話番号、
通話の日付及び開始と終了の時間、通話の種
類等をいい、12か月保持される。

・ eメール情報：接続認証のためのユーザー名、
接続開始及び切断の日付及び時間、IP アド
レス、送信及び受信したメール双方に記載さ
れたメールアドレス、送信及び受信の時間等
をいい、12か月保持される。

・ インターネットサービス事業者情報：接続認
証のためのユーザー名、接続開始及び切断の
日付及び時間、IP アドレス等をいい、 6 か
月保持される。
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・ インターネット上の活動情報：プロクシー
サーバーへの接続開始及び切断の日付及び時
間、IP アドレス、アクセスした URL（ホス
ト又はドメイン名まで）等をいい、 4 日間保
持される。

　実務綱領は、自主的なものだが、国務大臣が
これでは効果が無いと認めた場合に、委任立法
によって法的拘束力のある指示を下すことが可
能である。しかし、2006年 2 月28日現在、その
手段は採られていない。
　現在、欧州連合（EU）では、通信データ保
持を EU 指令で定めようとする動きがあり、こ
れが達成された暁には、自発的な綱領に代わっ
て、類似した内容の制定法が定められることに
なるものと思われる。

身元確認のための警察の権限

　テロリズムの容疑で逮捕された者の身元確認
のために、容疑者の同意なく身体的特徴の確認
又は指紋採取を行い、身元を隠す目的で使われ
る顔面及び頭部につけられた物品（覆面、フェ
イスペイント等）を押収又は除去し、写真を撮
影する等の権限を警察に与えた。

3 　2005年テロリズム防止法

⑴　制定の経緯

　2005年テロリズム防止法は、16か条と 1 つの
附則からなる短い法律で、前掲2001年反テロリ
ズム、犯罪及び安全保障法の一部、外国籍のテ
ロリスト容疑者に関する規定の改正法である。
　2001年法に基づいてテロリストと認定された
者達は、この認定に不服を申し立て、法廷闘争
を開始した。争点は、適用除外が外国籍者に限っ
て適用されるのは差別的である（欧州人権条約
第14条「差別の禁止」に違反する）か否か、身
体の自由と安全を保障した人権条約第 5 条の適
用除外を正当化する緊急事態が実在するか否か

等である。
　訴訟は特別移民上訴委員会から控訴院、そし
て最終的には連合王国内の最終審を司る上院上
訴委員会

（注21）

へと舞台を移し、2004年12月16日に判
決
（注22）

が下された。
　判決は、 8 対 1 で拘束を定めた2001年反テロ
リズム、犯罪及び安全保障法の外国籍のテロリ
スト容疑者に関する規定が差別的で欧州人権条
約第14条に違反するとし、加えて同条約第15条
に照らして、現在のテロリズムの脅威は第 5 条
の適用除外を正当化できないとした。条約第15
条に基づく適用除外は「国家の存在が脅かされ
る緊急事態」において、「緊急性が真に必要と
する限度」において認められるものであり、第
5 条の適用除外は明らかにその限度を超えるも
のであるというのである。
　判決によって、1998年人権法（明示された適
用除外）に関する2001年命令は破棄され、2001
年法の該当規定が人権条約と両立しない

（注23）

と宣告
された政府は、2001年法の外国籍のテロリスト
容疑者に関する規定の更新が必要となる2005年
3 月14日までに新しい法律を制定する必要に迫
られ、急ぎ2005年 3 月11日の成立に漕ぎ着けた。

⑵　主な規定の内容

　2005年テロリズム防止法の主な規定は、次の
とおりである。

管理命令の制定権

　主務大臣は、被疑者がテロリズムに関連して
いると疑うに足る根拠があるとき、裁判所の許
可を受けた上で、欧州人権条約第 5 条からの適
用除外の明示を必要としない管理命令を定める
権限を有する。
　裁判所

（注24）

は、被疑者がテロリズムに関連してい
る可能性が高いとき、主務大臣の申立てに基づ
き、前掲適用除外の明示を必要とする管理命令
を定める権限を有する。
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　管理命令の対象者の国籍は問わない。

管理命令の内容

　管理命令は、移動、住所、通信、物品の所有、
接触できる人物、監視対象とされること、定期
報告を行うこと等に関して、制限又は条件を課
するものである。
　適用除外の明示を必要としない管理命令には、
インターネット及び携帯電話の利用禁止、移動
及び旅行の制限、指定された個人との接触禁止、
夜間外出禁止を監視するための電子タグの装着
等が該当し、適用除外の明示を必要とする管理
命令には、完全な自宅軟禁が該当する。
　2006年 2 月28日現在、イギリス政府は、適用
除外の明示を必要とする管理命令の申立てを
行っていないが、複数の制限又は要件を課する
ことで、政府が煩雑な手続を要し、かつ厳しい
審査に晒されることが確実な適用除外の明示を
必要とする管理命令を避け、実質的にこれと同
等の拘束を課しているとの指摘もある。
　この法律の第14条に基づく報告書

（注25）

によれば、
2005年末までに発せられた18件の管理命令の内
9 件（その内 1 件はイギリス国籍者が対象）が
現在も効力を有している。残り 9 件に関しては、
対象者が先述した（Ⅱ‒ 2 ‒ ⑵ 「外国籍のテロ
リスト容疑者に関する規定」）退去強制命令の
対象となったこともあり、 8 月31日に命令が廃
止された。
　これまで困難視されていた退去強制が執行さ
れた背景には、2005年 7 月 7 日に発生したロン
ドン同時多発テロ事件の対策の一環として、強
制退去を可能とするための外交努力が活発化し
たことが挙げられる。（これに関しては、後記
Ⅲ‒ 2 ‒⑵‒①の「望ましくない人物の国外退去
を可能とする。」で述べる。）

管理命令の違反に対する罰則

　最高 5 年の拘禁刑及び罰金を併科する。

法律の有効期間

　2005年法のほとんどの規定は、12か月で効力
を失うが、主務大臣は議会各院の決議によって
承認された命令によって、有効期間をさらに12
か月延長することができる。

⑶　管理命令に関わる論議

　2001年反テロリズム、犯罪及び安全保障法の
外国籍のテロリスト容疑者に関する規定及びそ
れに代わる2005年テロリズム防止法の管理命令
等は、イギリス政府にテロリスト容疑者取締り
の目的のために、正規の訴追手続によらないイ
レギュラーな手段を与えるものである。
　この背景には、テロリスト訴追の有力な手段
とされてきた電話等の傍受により収集された情
報が、2000年調査権限規制法（Regulation of 
Investigatory Powers Act 2000 （c.23）

（注26）

） に 基
づき、訴訟手続で利用することが禁じられてい
るという事実がある。
　2005年テロリズム防止法案の審議段階におい
て、管理命令によるこの利用禁止を解除し、テ
ロリストの正規の手続による訴追を行うべきと
する指摘があり、また2005年重大組織犯罪及び
警察法（Serious Organised Crime and Police 
Act 2005 （c.15））の法案作成段階においても、
同じ課題が検討された

（注27）

。しかし、傍受方法の手
の内を明かすことで、それ以降の活動能力を制
限することにもなりかねず、またテロリズム及
び組織犯罪を対象とした情報関係機関（特に情
報部）と法執行機関との協力関係を損なう可能
性もあり、結局見送られた。
　また、これらの規定適用のためのテロリスト
認定に用いられる証拠が、アメリカのグアンタ
ナモ収容所（キューバ）、バグラム空軍基地（ア
フガニスタン）、あるいはアメリカの意向を受
けたエジプト、ヨルダン、ウズベキスタン等の
国では、拷問によって得られているという事実
が2003年明らかとなり、拷問により収集された
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証拠の採用の是非が裁判で争われていたが、
2005年12月 8 日、上院常任上訴委員会が 7 対 0
で拷問により得られた証拠を審理で使用しては
ならないとする判決を下した

（注28）

。
　ただし、判決を下した 7 人の常任上訴貴族

（注29）

の
内、 4 人が「証拠が拷問によって得られた可能
性がより高い状況に限って」その証拠を使用し
てはならないとしており、これを受けたクラー
ク内相（当時）は、この判決が証拠が拷問によっ
て取得されていないことを証明する義務を政府
に課するものではなく、さらに、「取得された
状況を知りえない証拠」を禁止するものでもな
いとして、政府方針が何ら変わるものではない
と述べている

（注30）

。

Ⅲ　ロンドン同時多発テロ事件を巡る動き
1　イスラム過激派の浸透と拡大

　2005年 7 月 7 日に発生したロンドン同時多発
テロ（以下「 7 ・ 7 事件」とする。）は、死者
56人（犯人 4 人を含む）、負傷者700人以上とい
う、イギリスにとって1988年のパンナム機爆破
テロ（270人が死亡）以来最悪の結果を引き起
こした。
　 9・11事件とそれに続く対テロ戦争において、
アメリカの副官役を務めてきたイギリスが、テ
ロ行為の標的にされることは「可能性ではなく、
時間の問題」と考えられており、メディアもそ
の趣旨の報道を続けていたこともあり、国民の
当初の反応は比較的冷静であった。
　しかし、 7 月12日、警察が自爆テロ事件の実
行犯は、イギリス国籍を有するイスラム教徒で
あることを発表すると、社会全体に衝撃が広
がった。
　上記Ⅱ‒ 2 「2001年反テロリズム、犯罪及び
安全保障法」でも説明したように、イギリスに
入国したイスラム過激派の影響が、イギリス国
内の若いイスラム教徒の間に浸透しつつあるこ
と、影響を受けた若者達が「イスラムの敵」に

対して武器を取り、自爆テロ行為に及びかねな
いことは、 9 ・11事件前後から広範な人々の共
通認識となっていた。
　こうした認識を裏付けるように、リードやム
サウィに加えて、2003年 5 月 1 日にはイギリス
国民であるイスラム教徒 2 名がイスラエルで自
爆テロ事件を実行した。さらに2005年 1 月 7 日、
ガーディアン紙

（注31）

は、イラクで武装勢力に加わっ
ていたイギリス国籍のイスラム教徒 2 名が拘束
されたことを報じた。
　それでもイギリスで生まれ育ったイスラム教
徒
（注32）

が、「同じイギリス人」を巻き込む自爆テロ
行為に走った 7 ・ 7 事件は、イスラム過激派の
影響力の浸透が予想以上に大きく深いことを一
般市民に思い知らせると同時に、イギリスが少
なくとも建前としてきた寛容で多様な文化を内
包する社会のあり方を揺るがすものであった。
　マスコミは 7 ・ 7 事件後の報道において、あ
らためてイスラム教徒コミュニティの一般社会
からの隔絶性を指摘した。
　 7 月10日、サンデータイムズ紙が漏洩を報じ
たことで初めてその存在及び内容が明らかに
なった政府の内部文書「イスラム教徒の若者と
過激主義（Young Muslims And Extremism）

（注33）

」
は、在英イスラム教徒の1％が直接的又は間接
的にテロ行為に関わっているとしている。これ
は実数で 1 万5000人から 1 万8000人にも及ぶ人
数である。
　また 7 月23日にデイリーテレグラフ紙が発表
した世論調査

（注34）

では 6 ％、 7 月26日にガーディア
ン紙が発表した世論調査

（注35）

では 5 ％（若い世代で
は 7 ％）のイスラム教徒が、イギリス国内での
テロ行為を正当化できると回答しており、少数
とはいえ無視できない数のイスラム教徒（数字
通りに考えれば 7 万人から10万人）が、テロリ
ズム行為を支持していることが明らかとなって
いる。
　これらの数字は、イスラム教徒コミュニティ
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と一般社会の間の深い溝を表すものであるが、
その原因を、過激派の影響だけに求めることの
できるもの（イスラム過激派の取締強化だけで
根絶できるもの）であるかは疑問である。
　前掲の内部文書「イスラム教徒の若者と過激
主義」は、問題の主要な原因として、⑴西側諸
国、特に米英の外交政策と⑵イギリス国内にお
ける社会的待遇の 2 点を挙げている。
　⑴を原因とする根拠としてよく挙げられるの
が、いわゆる西側の二重基準、すなわち民主主
義を唱えながら実際にはイスラム教圏を圧迫す
る行為を行う政策（アフガニスタン、イラクへ
の攻撃と駐留）か、容認すると受け取られる政
策（カシミール、チェチェン、パレスティナに
対する沈黙）に対する反発である。
　イスラム教徒は、自らを世界全体のイスラム
教徒共同体「ウンマ」の一員として捉え、多少
なりとも同胞意識を持つため、上記の政策に対
する被害者意識と正規の政治的手段による状況
是正に対する無力感とが蔓延しているという。
　⑵を原因とすることについては、イスラム教
徒コミュニティの半数を占めるパキスタン･バ
ングラディッシュ系住民が、教育及び経済面で
最も恵まれない層に属していることが指摘され
ている

（注36）

。またイスラム教徒に対する差別、無知
等は、教育を受け、経済的に恵まれている層の
間にも疎外感を生み出しているという

（注37）

。
　上記の問題に加え、イスラム教徒の若者達は、
多文化を包容するイギリス社会において自らの
アイデンティティを維持するためには、親から
伝えられるイスラム教の価値観だけでは不充分
と感じている。ここにイスラム過激派の戦闘的
かつ反西洋的ドクトリンが浸透する土壌が形成
されるというのである。
　とはいえ、⑴の問題に関しては、イギリス一
国でどうにかできるものではなく、政治的にも
デリケートな問題である。特にイラク戦争が僅
かなりともテロ事件発生に寄与しているとの議

論は、開戦のための国際的外交攻勢を担い、国
内世論を誘導し、そして参戦に踏み切った政府
の、とりわけブレア首相個人の責任問題

（注38）

を浮上
させてしまうことにもなりかねず、ブレア政権
にとっては到底容認できるものではない。
　このような事情もあり、ブレア首相を始めと
する政府首脳は、テロリスト達は特定の政策に
反対しているのではなく、「邪悪な思想」に突
き動かされているのであって、交渉や妥協の余
地などないと、ことあるごとに論じ、イラク問
題との関連性を否定してきた

（注39）

。
　それは2005年 9 月 1 日、自爆テロ犯の主犯格
モハマド・シディック・カーンが、生前撮影し
たとみられるビデオ映像をアルジャジーラが流
した後も変わらなかった

（注40）

。このビデオは、カー
ンとアルカーイダの関係性を示唆する内容であ
るが、その中でカーンは「民主的に選ばれたイ
ギリス政府の罪（世界中のイスラム教徒への残
虐行為）の責任はイギリス国民に帰する」と語っ
ており、政府の外交政策に不満を抱くイスラム
教徒が過激派に取り込まれるという構図を証明
するものだった。

2 　新法制定に向けた政府の動き

⑴　内相の対応

　 7 ・ 7 事件を受け、チャールズ・クラーク内
相（当時）は、野党保守党及び自由民主党の内
務担当者に対して 7 月15日に書簡

（注41）

を送り、さら
に18日には直接会談し、①テロリズムの準備、
②間接的なテロリズムの扇動、③テロ目的の訓
練を、それぞれ犯罪とすることに関して超党派
の同意をとりつけ、2005年10月に法案を提出し、
12月に成立させる日程を明らかにした。
　書簡で明らかにされた施策の内、②と③に関
しては、単に事件を受けての措置というだけで
はなく、2005年 5 月16日に調印した欧州評議会
（Council of Europe）のテロリズム防止条約

（注42）

を批准するという意味がある。
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　同条約は特に、テロリズム犯罪を行わせるた
めの公然とした挑発（public provocation）、テ
ロリズムのための要員募集及び訓練の阻止に重
点を置いており、挑発については第 5 条で、訓
練については第 7 条でこれを定めている。
　③の訓練に関しては、2000年テロリズム法第
54条において「火器、爆薬、核兵器、生物兵器
又は化学兵器について指導し、若しくは訓練す
ること、又は指導若しくは訓練を受けること」
の禁止が定められているが（前掲Ⅱ‒ 1 ‒⑵の「新
しい犯罪の規定」を参照）、条約に定められた「有
害物質」及び「その他特定の手段及び技術」に
関わる規定を補う必要があった。
　また「テロリズム犯罪を行わせるための公然
とした挑発」に関しては、条約第 5 条第 1 項に
おいて、「テロリズム犯罪の実行を扇動する目
的を持って、メッセージを公衆に配布し、又は
その他利用に供し、直接テロリズムを擁護して
いるか否かにかかわらず、当該の犯罪が犯され
る危険を惹起すること」と定義されており、こ
れを国内法化することが求められていた。

⑵　首相の12ポイント計画

　2005年 8 月 5 日、ブレア首相は「ゲームの規
則（安全保障と人権擁護のバランス）は変わる」
という力強い声明の下に、以下の12ポイントの
計画（12-Point Plan）を打ち出した

（注43）

。この中
には、新しい対テロリズム法の規定に関する言
及も含まれていた。

ポイントの項目

①望ましくない人物の国外退去強制を可能とす

る。

　憎悪を広め、信仰のための暴力を支持し、又
は正当化する者を国外退去強制できるようにす
る。特に、指定された書店又はウェブサイトの
関係者

（注44）

であることを、国外退去強制を決定する
条件とする。

　この政策の一環として、イギリス政府は、退
去先となる国10か国と、退去者に対して死刑と
拷問を適用しないことを確約させる協定を順次
結ぶ方針を明らかにした。
　同年 8 月10日、ヨルダンとの覚書が調印され、
翌11日、10名の者がイギリスの安全保障にとっ
て危険な人物であるとして、退去強制の審理の
ため、拘束された。10月18日にはリビヤと、12
月23日にはレバノンとそれぞれ同様の覚書が調
印された。半年以上経過した後も覚書を調印し
たのは 3 か国だけで、その歩みは遅い。
　1998年人権法（Human Rights Act 1998（c.42））
に基く裁判により、国外退去強制が妨げられる
場合は、1998年人権法を改正することも考える。

②テロリズムの許容、賛美又は正当化を犯罪化

する規定を含めた新しい対テロリズム法を定め

る。

　これは2006年テロリズム法の法案にテロリズ
ム賛美（glorification）の禁止規定として盛り
込まれることとなる（関連の議論については後
記Ⅴ「2006年テロリズム法の概要と議論」を参
照されたい）。

③テロリズムに参加したか、関係した者につい

ては自動的に難民申請を拒絶する。

　国籍、移住及び庇護法案（Nationality, Immi-
gration and Asylum Bill）において、「難民の
地位に関する条約（Refugee Convention）」第
1 章第 1 条 F⒞で、難民の保護を拒絶する要件
として挙げられた「国際連合の目的及び原則に
反する行為を行ったこと」に、テロリズムが該
当するとの規定が審議されている。

④イギリス国籍者の又は二重国籍を有する者か

ら市民権を剥奪する権限を帰化した市民に拡大

適用することについて協議する。

　国籍、移住及び庇護法案において、イギリス
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の国益を損なう者の市民権剥奪を定めた規定が
審議されている。

⑤テロリズムに関係した、海外への身柄引渡し

の公判における最長期限について協議する。

　特に動きはない。

⑥警察及び情報部の要請に応じて、テロリスト

容疑者の訴追前の勾留期間の延長を検討する。

　これは2006年テロリズム法の法案に90日の勾
留期間の規定として盛り込まれたが、下院で否
決され、勾留期間は28日とすることで決着した
（関連の議論については後記Ⅴ「2006年テロリ
ズム法の概要と議論」を参照されたい）。

⑦国外退去できないイギリス国籍者に管理命令

を発する。

　これは、Ⅱ‒ 3 で説明した2005年テロリズム
防止法に基づいて可能な措置である。
　ただし前述のとおり、イギリス国籍者が管理
命令の対象となっているのは 1 件だけである。

⑧管理命令の審理を行う裁判官の数を増やす。

　特に動きはない。

⑨ヒズブ・ウト・タリール及びその後継組織で

あるアル・ムハジロウンを非合法組織として指

定し、非合法組織の対象を拡大する規定を定め

る。

　ヒズブ・ウト・タリールは、イスラム圏を統
一するカリフ国家の設立を目的とし、過激な反
西洋、反ユダヤ主義（この理由もあってドイツ
では非合法化されている）を掲げる団体である。
しかし、その一方で、目的達成の手段として暴
力ではなく世論形成を掲げ、また配偶者の自由
選択、女性の参政権、就労権及び離婚後の児童
養育権を認めるという一面も持ち、非合法化の
妥当性には異論も出されている。

　なお、非合法組織の拡大は、②で挙げたテロ
リズムの賛美を犯罪とする規定で行われる。

⑩市民権獲得の儀式だけで国への忠誠を保証す

ることが充分であるかどうか再検討し、イスラ

ム教徒コミュニティの一般社会への統合を強化

するための施策について協議する。

　国籍、移住及び庇護法案に、市民権獲得のた
めの要件として「善良な人格（good character）」
を加える規定を盛り込む。

⑪過激派の思想を広めるために利用されている

礼拝所を閉鎖する権限を協議する。

　この提案は、イスラム教徒コミュニティを含
む各界の反発を受けて、2005年12月15日破棄さ
れた
（注45）

。

⑫特定の国に対し、査証に生体認識情報を記載

させることを要求し、入国拒否又は国外退去強

制の対象となる危険人物のデータベースを作成

する。

　2008年までには、査証によってイギリスに入
国する者すべてが、指紋及び電子写真画像を採
取されることとなる。
　データベースの作成に関しては、特に動きは
ない。

12ポイント計画に対する評価

　この12ポイントの計画が示唆する新法は、ク
ラーク内相（当時）が超党派の同意を取り付け
た法案の当初の形よりも、広範かつ強硬な規定
を含んでいた

（注46）

。⑥の勾留期間延長の規定と、内
相の提案した間接的なテロリズム扇動よりも広
範な②のテロリズム賛美を犯罪化する規定は、
7 月18日の段階では想定されていなかったもの
で、超党派の合意を揺り動かした。
　12ポイント計画（とそれに基づくテロリズム
法草案）は、ブレア首相が 7 月21日午後に、警
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察及び諜報関係機関の責任者と会談した場で、
今後のテロ対策に必要であるとして要求された
規定が反映されたものであるが、同時にクラー
ク内相（当時）が取り付けた超党派の合意が瓦
解するという事態を生じさせた。この結果法案
の議会通過は難航し（Ⅳ‒ 2 「審議の経過」を
参照）、2005年12月成立予定だった法案の最終
的な成立は、2006年 3 月30日までずれ込こむこ
ととなった。
　これについては、ブレア首相がテロリズムに
屈しない強い指導者を演出する目的のために、
あえて必要のない論争を生み出したとの批判も
出されている

（注47）

。また威勢よく打ち上げた割には、
12ポイント計画の実行が遅い、又は未だ検討中
であることに関しても、メディア受け

（注48）

を狙って
思いつきで政策を打ち出した結果だと、両野党
は冷ややかに評価している。

Ⅳ　2006年テロリズム法成立までの経過
1　草案提出から法案とりまとめ・提出まで

⑴　12ポイント計画の反映

　2005年 9 月15日、イギリス内務省はテロリズ
ム法草案（Draft Terrorism Bill）を発表した。
この草案は、ブレア首相の12ポイント計画を反
映した次の規定を含んでいた。

「テロリズム賛美の禁止」
第 2 条：
　テロリズムを賛美し（glorify）、称賛し（exalt）、
又は賞揚する（celebrate）主張を公表すること
を犯罪とする。これら行為の対象となるテロリ
ズムが、特定のものであるか、一般的なもので
あるかは問わない。当該のテロリズムが、主張
の公表から20年を超える過去のものである場合
は、主務大臣の命令によって賛美等の禁止対象
として指定されたときに限って、犯罪とされる。
賛美を禁止される事件として政府が挙げる具体
例は、 9 ・11事件である。この規定に違反した

者には罰として、最高5年の拘禁刑と罰金を併
科する。

「テロリズムを賛美する組織の非合法化」
第17－18条：
　2000年テロリズム法第 3 条は、テロリズムの
実行、準備、奨励を行う団体を非合法組織とし
て附則 2 に掲げ、当該の組織に所属し、又は支
援を与えた者は最高10年の拘禁刑と罰金を併科
すると定めていた。この規定を改正し、テロリ
ズムを賛美し、称賛し、又は賞揚する組織も非
合法組織として定めることを可能とする。

「テロリスト容疑者の勾留期間の延長」
第19－20条：
　テロリスト容疑者勾留期間を、最長 2 週間か
ら 3 か月に延長する。

⑵　議論

　草案に対しては、保守党は法律が定める 3 か
月の容疑者勾留について危惧を表明し、自由民
主党はこれに加えて、テロリズムの賛美を犯罪
とする規定は理論的に定義することも実際に適
用することも困難であり、言論の自由を侵すも
のであると論じた。
　勾留期間延長に関しては、人権上の問題に加
え、Ⅱ‒ 1 ‒ ⑶ でも指摘したようにテロリズム
法に基づく逮捕件数と、訴追件数あるいは有罪
件数の格差が大きく、本来不起訴・釈放となる
者を不当に長期拘束するおそれがある。
　また、テロリズム賛美の犯罪化に関しては、
法律が歴史解釈の権限を政府に与えるに等しい
効果をもつという異常さもあいまって、さらに
批判の声が強かった。
　2000年法に定めるテロリズムの定義とは、前
記Ⅱ‒ 1 ‒ ⑵ の定義で解説したように非常に広
範なもので、これに該当する事件を賛美するこ
とをすべて訴追することは、控えめに言っても
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困難であり、また実際の適用にあたっては、政
治的判断に基づいて裁量権が行使されることも
確実だったからである。
　現実的には、 7 ・ 7 事件のようなイスラム教
徒によるテロ事件が賛美の禁止対象となり、そ
の一方で、法律の定義に該当するからといって
イギリス若しくはイギリスの友好国が過去に
行った行為を賛美することが禁止されることは
考えられない。
　この規定に対しては、言論の自由を侵すとい
う原則論に基づく批判があるが、それに加えて、
法律執行時にとりうる選択肢があることが、多
くのイスラム教徒が不満を感じる「西側の二重
基準」への憎悪をさらに助長しかねないともい
われる。法執行時にとりうる措置に選択の幅が
あることは、長期勾留の主な対象者がイスラム
教徒となるであろうことと併せてイスラム教徒
の反発を招き、テロ封じ込めに最も重要なイス
ラム教徒コミュニティを疎外してしまう要因に
もなりかねない

（注49）

。
　加えて、草案における規定は、主張を公表し
た者の意図を犯罪を成立させる要件として定義
しておらず、主張を受けた公衆が主張の内容が
当該の者に支持されていると判断できれば、犯
罪が成立するとされていた。
　政府は、この規定を正当化するに当たって、
一部のイスラム過激派によるテロリズムを賛美
する言動が、一般社会と一般のイスラム教徒コ
ミュニティの関係を悪化させるとも論じている。
この議論からは、テロリズムの賛美がテロリス
ト予備軍を生み出し、テロリストの温床となり
かねない社会的な緊張と分断をもたらすことを
防ぐという政府の目的を推察することができる。
また、 7 月の事件に対するイスラム教徒コミュ
ニティの負い目に乗じて、規定を受け入れるよ
うに圧力をかけているとも考えられる。
　労働党は2005年 5 月の総選挙のマニフェスト
において、「テロリズムを許し（condone）、賛

美する（glorify）者を訴追する法律を定める」
旨を明らかにしており、この規定が民意を得た
もので、メディア受けを狙った思いつきなどで
はないと主張している。

　草案に対する反響に鑑み、労働党政府は、
2005年10月12日下院に提出されたテロリズム法
案において、草案第 2 条で禁止するとしていた
「テロリズムの賛美」を、テロリズム奨励を禁
止する第 1 条の中で「テロリズムの間接的な奨
励」に該当する行為と定義した。この行為が犯
罪として成立するためには、行為者が問題の主
張がテロリズムの奨励を行っていると公衆に
よって理解されることを認識しているか、認識
していると信ずるにたる合理的根拠が必要であ
るとして、行為者の意図を条件に含めた。また
20年以上も前のテロリズムを賛美することが犯
罪となるか否かを主務大臣の命令に基づき判断
するという規定も、この時点で法案では削除さ
れた。
　その一方で、テロリズムを賛美する組織の非
合法化指定の規定は、「問題の主張を知ること
で、それを模倣すべき行為と考える可能性のあ
る者がいる」という緩い付帯条件がつけられは
したが、そのまま残され、 3 か月間の勾留期間
の規定も法案に残された。

2 　審議の経過

　テロリズム法案は、2005年10月13日下院の第
1 読会、10月26日の第 2 読会を経て、11月 2 日
から 3日にかけて下院全院委員会で審議された。
11月 9 日の同委員会報告の採決は、野党と労働
党の造反議員（49人）が連合したことにより、
322対291でブレア政権初の下院票決の敗北とい
う結果となり、問題となった 3 か月の拘留期間
は、28日と修正することで決着した。
　翌10日、テロリズム法案は下院における第 3
読会を終了し、上院における第 1 読会を通過し
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ている。
　その後上院では11月21日に第 2 読会、12月 5
日、 7 日、13日、20日にかけて委員会と続き、
2006年 1 月17日と同月25日に委員会報告に至っ
た。
　 1 月17日の採決においては、270対144でテロ
リズム賛美を間接的な奨励とする規定が、テロ
リズムを模倣すべきものと考えられる形で描写
することを間接的な奨励とする規定に修正され
た。これは、総選挙マニフェストで掲げられた
公約の立法化に上院は抵抗しないという慣習か
ら逸脱するものだった。さらに 1 月25日の採決
においては、210対108で一部の労働党議員が支
持する勾留期間を60日に延長する改正案が否決
された。
　 2月 1日に上院の第3読会を通過した法案は、
2 月15日下院に回付され、採決の結果、315対
277で再びテロリズム賛美禁止規定が復活する
こととなった。
　 2 月28日、上院において、回付されてきた下
院の改正案が審議された。この時点で保守党は、
戦術的な理由から、採決に加わるのではなく棄
権するよう上院議員に要請していたが、それで
も57人の保守党上院議員が改正案を再改正する
票を投じた。採決結果は160対156の僅差で、再
びテロリズム賛美の禁止規定が下院に差し戻さ
れることとなった。
　こうして法案は、 3 月16日、再び下院で審議
され、296対237で支持された政府案が上院に上
げられた。 3 月22日、上院は172対112で政府案
を受入れ、全審議が終了した。この採決結果は、
多くの保守党上院議員が党指導部の要請に従い
棄権したことを反映している。
　こうして2006年 3 月30日、2006年テロリズム
法が成立し、 4 月13日施行された。
　2006年テロリズム法制定の背景には、チャー
ルズ・クラーク内相（当時）が既存の対テロリ
ズム法制を見直し、かつ統合するための新法の

草案を2007年上半期に提出することを示唆した
2006年 2 月 2 日の発言、そして、この発言を取
り上げてテロリズム法については、2007年の新
法案提出の時点で改めて議論を尽くすこととし、
今回の法案については、民意を得た下院の意思
に従うべきと主張した、保守党影の大法官であ
るキングズランド卿の発言が大きな影響を与え
たという事情もある。
　新法案の審議では、テロリズムの定義、管理
命令制度等、これまでの対テロリズム法制に関
わる様々な問題が、俎上に上ることが予想され
る。

Ⅴ　2006年テロリズム法の概要と議論
⑴　2006年法の構成

　2006年テロリズム法は39か条と 3 つの附則か
らなる。
　第 1 部（第 1 ～ 20条）は犯罪を規定しており、
主に次のような重要項目で構成される。

・テロリズムの奨励等
・テロリスト活動の準備とテロリストの訓練
・ 放射能関連の機器並びに物質及び核の施設並

びにサイト
（注50）

に関与する犯罪
・罰則の強化
・犯罪についての付随的な規定

　なお第 1 部における犯罪規定の対象として、
テロリズムに加えて、「条約犯罪（convention 
offence）」に関連する違反行為が定められてい
る。
　条約犯罪とは、テロ防止に関連する一連の多
国間条約によって国際犯罪と定められ ､ 締約国
の国内裁判所で処罰することが義務づけれられ
たもので、この法律の附則第 1 の中で、国内法
で既定された次の犯罪が挙げられている。

・爆発物の使用
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・生物兵器の開発
・国際的に保護される者

（注51）

に対する犯罪
・人質をとる行為
・ハイジャック及び航空機に対する犯罪
・核物質に関係する犯罪
・航空及び海事に関する犯罪
・化学兵器に関係する犯罪
・テロリストの資金に関する犯罪
・テロ組織の指揮
・核兵器に関係する犯罪
・条約犯罪のための共謀等

　第 2 部（第21～35条）は雑則を規定しており、
主に次のような重要項目で構成される。
・テロリスト組織の禁止
・テロリスト容疑者の勾留
・捜索等
・その他の捜査権限
・テロリズムの定義等その他の捜査権限
・その他の改正

　第 3 部（第36～39条）は補足的規定である。

⑵　重要規定の概要と関連の議論

　2006年テロリズム法は、テロリズム犯罪の定
義を新設し、警察等の捜査権限を拡大する法律
である。
　犯罪規定の 3 つの柱のうち 2 つは、イギリス
国内のテロリスト予備軍がテロリズムに走る精
神的な影響を受けること、そしてテロ事件の実
行に必要な技能訓練を受けることを阻止するこ
とを目的としている。テロリスト予備軍として
は様々な不満を抱くイスラム教徒の若者が、そ
れに影響及び訓練を与える者としては、多くの
場合海外から流入したイスラム過激派が、それ
ぞれ想定されているものと考えられる。
　イギリス国内のイスラム過激派の影響力に関
しては、2001年反テロリズム、犯罪及び安全保

障法制定の段階で、既に大きな問題として認識
されてはいたが（Ⅱ‒ 2 の2001年法の解説を参
照）、 7 ・ 7 事件がより広範囲かつ徹底的に取
締りを遂行する必要性を政府に強く認識させた
といえる（Ⅲ‒ 2 ‒⑵のブレア首相の12ポイント
計画の①、②を参照）。
　このようなイギリス政府の姿勢は、ブレア首
相による「邪悪な思想を根本から引き抜く（2005
年 7 月13日）

（注52）

」発言、あるいは本稿冒頭に挙げ
た発言の端々から伺うことができる。
　イギリス政府の施策、特に後述する2006年テ
ロリズム法第 1 部第 1 条から第 4 条（テロリズ
ムの奨励等）に関する規定に対しては、直接テ
ロリズムに関係しないイスラム過激派をも十把
一からげに取り締まるものだとの批判や、思想
や表現の自由を侵し、テロリズムの根本原因に
関する議論を制限しかねないとする危惧が出た。
　しかし、テロリズムの根本原因の一端又は主
要因を、テロリズム行為が許容される土壌を生
み出す「思想」、「プロパガンダ」に求め、これ
を取締対象とする政府の立場に立つならば、当
然の措置ともいえる。
　以下に重要規定の概説と関連論議を紹介する。

第１部　犯罪

・テロリズムの奨励（第 1条）

［概要］

　テロリズム及び条約犯罪の実行、準備又は扇
動を、直接的又は間接的に奨励する（encourage）
主張（statement）を公表することを犯罪とする。
主張の公表が奨励に該当するかは、主張全体と
公表の状況及び態様、テロリズムを奨励してい
ると公衆が理解する可能性が高いか否か、テロ
リズムを奨励する意図の有無によって判断され、
奨励の実際の効力又は影響等は考慮されない。
　罰則は、最高 7 年の拘禁刑及び罰金の併科で
あるが、主張が被告の見解ではない、あるいは
その支持を得ているものではないことを証明す



100 外国の立法 228（2006. 5）

れば、抗弁となる。
　テロリズムを賛美する行為は、テロリズムの
間接的な奨励であると規定される。詳細は、下
記の［議論］を参照されたい。

［議論］

　この規定については、上院と下院の間で最後
まで議論が紛糾した。
　間接的なテロ奨励の例としては、自爆テロ行
為の実行犯を殉教者として称え、彼らが天国に
行くと説くといったことが想定される。
　審議段階における政府案及び上院改正案にお
けるテロ奨励の規定を、意図又は顧慮しなかっ
た結果、犯罪となる行為について、以下に要約
し、比較することとする。なお、行為及び意図
に関する規定は、直接的なテロリズム奨励にも
適用される。

政府案：
行為：テロリズムを奨励していると公衆に理解
される可能性が高い主張を公表するか、他の者
に公表させること。
意図：主張の公表が、受け手の公衆によって、
テロリズム及び条約犯罪の実行又は準備の奨励
であると理解されること。
主張の内容：テロリズム及び条約犯罪の実行又
は準備を賛美して（称賛する、賞揚する又はこ
れに類する行為を行う）おり、主張の受け手と
なる公衆が、当該の行為が現状において彼らに
よって模倣されるべきものとして称賛されてい
ると推論できること。

上院案：
行為：テロリズムを奨励していると公衆に理解
される可能性が高い主張を公表するか、他の者
に公表させること。
意図：主張を受けとめた公衆が、これによって
テロリズム及び条約犯罪の実行又は準備を奨励

されること。
主張の内容：主張を聴いた者が、当該の行為が
現状において模倣しなければならないと推論で
きる形でテロリズムが描写されていること。

　上下両院の対立に関しては、法案における賛
美犯罪化の規定は草案に比べて相当薄められて
おり、上院の対案とさして違いはないとする意
見、あるいは2000年テロリズム法が定める広範
なテロリズムの定義を考えれば、いずれも政府
による濫用の余地を残すとする意見も存在する。
　とはいえ、政府案においては、主張の公表が
テロリズムを奨励していると受け取られること
を容疑者が分かっている、又はそのことを顧慮
しなかったことを証明すればよく、実際にテロ
リズムを奨励する意図を証明する必要がないた
めに、上院案より適用範囲が広くなる可能性が
ある。
　また先に述べた総選挙マニフェスト及び12ポ
イント計画において、取り締まるべき行為とし
て「賛美」に加えて、「許容」が含まれていた。
法案にこの文言は含まれていないものの、2006
年 2 月15日の下院における上院案を改正するた
めの投票後に、ブレア首相は「新しい法律によっ
て、テロリズム活動を賞揚する者、テロリズム
に従事する者を許容する者は訴追されることに
なる。」と述べており

（注53）

、許容が賛美の一部とし
て想定されていることがうかがえる。
　これらを考慮すれば、上院案がテロリズムを
発生させる手段としての主張の公表を定義し、
取締対象としているのに対し、政府案はテロリ
ズムが許容される空気を醸成する思想を広く取
締対象としていると解することもできる。
　政府側は、意図の定義が緩いことについて、
有罪宣告率を上げるために必要な措置であると
だけ論じており

（注54）

、また2005年11月 9 日の下院の
委員会報告において、上記の「彼らによって」
の部分が加えられたことで、取締対象の限定化
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が図られているとしている。
　前述のように、イギリスにおけるテロリズム
の定義は極めて広く、テロリズムの間接的な奨
励が海外における独裁政権等に対する武力闘争
への支持表明を犯罪としてしまう可能性を指摘
する声も強い。特に反対論者が引き合いに出す
のが、南アフリカの現与党のアフリカ民族会議
であり、アパルトヘイト制度期における同党の
武力闘争を称賛すれば、この法律に基づいて逮
捕されるというものである。
　クラーク内相（当時）はこのような法律の運
用の可能性を否定してはいないが、今日の民主
主義が普及した世界においては、武力闘争が正
当化される状況など存在しないと反論してい
る
（注55）

。この政治観に対しては、イスラム教徒をは
じめ様々な異論が存在することは間違いなく、
内相の議論は法律の濫用に対する不安を和らげ
る内容であるとは考えにくい。
　さらに「賛美」は法律の中で具体的に定義さ
れておらず、反対論者は賛美という従来の法律
にない広義で曖昧な概念を訴追手続において用
いることは難しく、裁判が公正さを欠いたり、
逆にその不正確さが危険人物を放免する結果を
招きかねないと論じている。
　加えて、学界からは2000年テロリズム法に定
義されるテロリズムに該当する事件を、社会情
勢又は歴史的背景の中で説明、理解することが
賛美に該当するのかという懸念も出された。こ
れは、先述した、政府案の規定における意図を
証明する要件が緩いこととも関係している。

　一方で政府は、賛美の禁止が、（「憎悪の説教
師」のようにテロリズムを煽る者に）明確な信
号（signal）を送る効果があるとしている。また、
上院案は、対象を「聴いた者」に限定している
ために、文章、画像等による主張の公表を取り
締まることができないと論じている。
　「信号」への言及は、 2 月15日の下院におけ

る上院案の改正投票に臨んでブレア首相が何度
も行ったもので、テロリズム賛美の禁止規定が
「我々（政府）の意図を伝える」信号となり、
この規定を（上院案に則って）弱めることは誤っ
た信号を送ることになる、と論じている。
　これは、法律制定を通じて過激派を牽制する
強い意思を表明するという意図の現われであろ
うが、一方で、ポーズのために実際の運用を二
の次にしているとの批判もある。
　また、文章、画像等による主張の公表の例と
して挙げられるのが、2006年 2 月 7 日にロンド
ンで発生した預言者ムハンマド風刺画への抗議
活動（約 1 万人が参加）である。この抗議活動
においては、風刺画作家の殺害を呼びかけたり、
7・7 事件を称賛するプラカードが掲げられた。
また、 7 ・ 7 事件の自爆犯の格好を真似た者が
出現したが、警察は（おそらくは群集を刺激し
て暴徒化させるのを恐れて）これらを取り締ま
らなかったため、問題視された。
　この事件を挙げて、クラーク内相（当時）は
上院案ではこのようなプラカードを取り締まる
ことはできないと論じているが、反対論者はこ
れに懐疑的である。
　というのも、謀殺の教唆は1861年対人犯罪法
（Offences Against the Person Act 1861 
（c.100））第 4 条がこれを犯罪としており、人
種的憎悪の扇動に関しては1986年公共秩序法
（Public Order Act 1986 （c.64））が、宗教的
憎悪の扇動に関しては2006年 2 月16日に成立し
たばかりの人種的及び宗教的憎悪禁止法案
（Racial And Religious Hatred Act （c.1））が、
それぞれ禁止の規定を設けているからである。
　2006年 2 月 7 日には、「憎悪の説教師」の一
人として有名なエジプト出身でイギリス市民権
を持つ聖職者アブ・ハムザ・アルマスリが刑事
法院で有罪宣告を受け、 7 年の拘禁刑を科せら
れたが、その罪状のほとんどは1861年対人犯罪
法及び1986年公共秩序法に基づくものであった。
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反対論者はこれを挙げて、テロリズム賛美禁止
の規定は不要であると論じている。
　上下両院の人権合同委員会は、2005年12月 5
日にされた報告書

（注56）

において「賛美」という語句
の曖昧さ、イギリスの法律におけるテロリズム
の定義の広さ、さらに先述した意図に関する規
定の緩さ等から、法案の規定が「表現の自由」
を定め、法律で定める範囲内でその制限を認め
る欧州人権条約第10条と両立しない可能性があ
るとして、政府案の規定に疑問を投げかけてい
る。
　また、同委員会は、欧州評議会のテロリズム
防止条約第 5 条において犯罪が成立する条件と
して定められた、「テロリズム犯罪の実行を扇
動する目的」と「当該の犯罪が犯される危険を
惹起すること」との整合性を問題にしている。
政府案は、テロリズムを奨励する意図を犯罪成
立の要件として規定しておらず、主張の表現の
具体的な「危険度（テロリズムを誘発する可能
性）」を問題としていない（これは上院案も同
じだが）ために、条約を誠実に施行するもので
はないと論じている。
　なお、この報告書は、上院案より前に発表さ
れたものであり、政府案と上院案を比較検討を
しているわけではない。

　このように様々な論議を呼んだテロリズムの
間接的奨励に関する規定であるが、最終的には、
テロリズムの賛美を禁止する政府案が通る形で
2006年 3 月22日に決着した。ただし、テロリズ
ムを奨励する意図に関しては、上院案のより厳
密な規定が取り入れられている。テロリズムの
間接的な奨励に関する最終的な規定は、次のよ
うになる。なお、行為及び意図に関する規定は、
直接的なテロリズム奨励にも適用される。

行為：テロリズムを奨励していると公衆に理解
される可能性が高い主張を公表するか、他の者

に公表させること。
意図（結果を顧慮しなかったことを含む）：主
張の受け手となる公衆が、これによってテロリ
ズム及び条約犯罪の実行又は準備を奨励される
こと。
主張の内容：テロリズム及び条約犯罪の実行又
は準備を賛美する（称賛、賞揚又はこれに類す
る行為を行う）ことにより、主張の受け手とな
る公衆が、主張に掲げた行為が現状において彼
らによって模倣されるべきものとして称賛され
ていると推論できること。

　今後は、この規定がどのような形で施行され
ていくかに注目する必要がある。

・テロリズム刊行物の配布（第2条）

［概要］

　テロリズムを直接的若しくは間接的に奨励す
るか（「賛美」を含む）、又はテロリズムの実行
若しくは準備を幇助する内容の刊行物（テロリ
スト刊行物と定義される）を頒布することを犯
罪とする。
　刊行物とは、読む、聴く、見る、鑑賞する対
象となるすべてのものが含まれ、頒布には配布、
売却、貸出、贈与等が含まれる。
　罰則は、最高 7 年の拘禁刑及び罰金の併科で
あるが、主張が被告の見解ではないか、その支
持を得ているものではないことを証明すれば、
抗弁となる。

［議論］

　この規定に関しては、当初、大学図書館団体
を中心に懸念の声が上げられていた。その大き
な理由は、「テロリズム奨励」の問題とも類似
しているが、法案の最初の規定では、刊行物の
頒布について、頒布された刊行物の受け取り手
がこれをテロリズムの奨励又は幇助として受け
取るか否かが問題とされ、頒布する者の意図が
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罪状成立の要件とされていなかったことであ
る。
　テロリズムの奨励に関しては、賛美という曖
昧な定義が含まれることが、資料貸出業務に対
する不安を抱かせ、テロリズムの幇助に関して
は、例えば爆発実験の手引きを含んだ化学の教
科書を出納した図書館員が逮捕される可能性が
指摘された。
　こうした不安の声に応える形で、上院の審議
において、テロリスト刊行物頒布の罪状成立の
要件として、テロリズムを奨励するか、テロリ
ズムを幇助する意図を有していることとする改
正が加えられた。

・インターネット上のテロリズム奨励及びテロ

リスト刊行物頒布にかかわる規定（第 3 - 4 条）

　「電子的に提供されるサービス」の提供又は
利用の過程で、テロリズムを奨励する主張又は
テロリズム刊行物が公表された場合、警察官は
独自の判断で「関係者」に通知を与え、問題と
なる主張又は刊行物を除去するか修正するよう
に要請する権限を有する。
　この規定における「関係者」は、ウェブサイ
ト管理者が想定されており、個人、法人、企業、
法人格のない団体すべてが対象となる。
　 2 労働日以内に通知に従わなかった、又は通
知に従ったものの実質的に同様の主張の公表若
しくは刊行物の頒布が行われた場合は、テロリ
ズムの奨励の主張又は頒布されたテロリスト刊
行物は、関係者の見解を表明しているか、支持
を得ていることとなり、抗弁の条件が失われる
こととなる。

・テロリスト活動の準備（第 5条）

　テロリズム活動の実行又はその援助のために
準備を行った者は有罪とし、無期の拘禁刑に処
する。

・テロリズムの訓練（第6 - 8条）

［概要］

　これは既述したように（Ⅲ‒ 2 「新法制定に
向けた政府の動き」）、欧州評議会のテロリズム
防止条約を批准し、2000年テロリズム法第54条
によって禁止された火器、爆薬、核兵器、生物
兵器又は化学兵器に関するもの以外のものにつ
いての指導又は訓練を禁止するものである。
　指導をする者は、訓練を受ける者がテロリズ
ム及び条約犯罪に関連した目的で訓練を受けて
いることを知っているときに有罪とされる。法
案提出時点では、指導をする者は、訓練を受け
る者がテロリズム及び条約犯罪に関連した目的
で訓練を受けていることを知っているだけでは
なく、その疑いがあるだけで有罪とされていた
が、この規定は例えば物理学や化学の大学教員
等に余分な証明責任を負わせることになると指
摘され、犯罪要件の範囲が制限された。
　また、訓練を受ける者は、テロリズム及び条
約犯罪に関連した目的で訓練を受けたときに有
罪とされる。
　禁止される事項は、 3 つに分類される。第 1
が有害物質の製造、取扱い又は利用であり、具
体的にはウィルス散布を目的とした爆弾の製造
法等が想定される。第 2 がテロリズム目的の手
段及び技術であり、具体的には群集を集団暴走
させる方法等が想定される。第 3 がテロリズム
目的の手段又は技術の計画及び適応策であり、
例えば最も殺傷効果が高い爆弾の設置場所を見
極める方法等が想定される。
　有罪とされた者は、最高10年の拘禁刑と罰金
が併科される。
　訓練を受けなくとも、「テロリストの訓練場」
であることを知りながら、国内外を問わず当該
の場所に出入すれば、最高10年の拘禁刑と罰金
が併科される。「テロリストの訓練」については、
上記の規定及び2000年法第54条に従う。
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［議論］

　訓練場への出入禁止規定に関しては、テロリ
ズムの広範な定義（Ⅱ‒1‒⑵の定義を参照）と
併せて考えれば、ほとんどの武装グループの現
地取材が違法となる可能性が高く、特に報道関
係者からは危惧の声が上がっている。
　幾度かの議会内の答弁において、政府は、テ
ロリストの訓練場が若者に与える精神的影響力
の大きさに特筆すべき危険性があること、それ
に加えて、実際にテロリストの訓練を受けた者
に対して一切の抜け道を許さないための措置が
必要であると説明している。また、報道調査の
制限に関しては、当該の場所がテロリストの訓
練場であることを確認するための調査は合法で
あるが、それが確認できた時点で退去し、然る
べき当局に報告すべきであり、テロリスト訓練
場の実態調査は「一匹狼のジャーナリスト」の
出る幕ではないと論じている。
　これはジャーナリストが中立的、客観的な立
場から、テロリストに該当する組織の現地調査
を行うことを非常に困難にする規定であるとの
批判がある。内務省のポール・ゴギンズ政務次
官は、2005年11月 3 日の下院全院委員会におい
て、「テロリスト訓練場にそのような人物
（ジャーナリストや NGO の人間）が出入する
ことは、問題の組織に正当性を与え、テロリズ
ムが栄える環境を醸成することになると考え
る」と発言しており

（注57）

、報道規制は「邪悪な思想」
を標的とする政府の意図に則ったものと考えら
れる。
　保守党は調査目的の出入を抗弁とする改正案
を下院に提出したが、同日315対223で否決され
た。

・ 放射能関連の機器並びに放射性物質及び核の

施設及びサイトに関与する犯罪（第 9 ‒11条）

　これは、2005年 9 月13日に国連で採択された
核テロ防止条約（UN Convention for the Sup-

pression of Acts of Nuclear Terrorism）を批
准するための規定である。
　テロリズムを目的とした次の行為を有罪とし、
いずれも無期の拘禁刑を科する

・ 放射能関連機器（核兵器、放射性物質散布機
器、放射線投射機器）の製造、所有、利用

・放射性物質の所有、利用
・ 放射性物質の放出若しくはその危険性を増大

させる核施設の損壊又は利用
・ 放射能関連機器若しくは放射性物質の提供、

又は核施設へのアクセス若しくはその利用を
目的とした脅迫

・ 放射能関連機器若しくは放射性物質の利用、
又は放射性物質の放出若しくはその危険性を
増大させる核施設の損壊又は利用を手段とし
た脅迫

　また、2005年重大組織犯罪及び警察法
（注58）

を改正
し、不法侵入が逮捕の対象となり、罰則として
最高51週間の拘禁刑と罰金基準表 5 級以下の罰
金を併科される土地として、主務大臣が指定し
た公共の場（特に王領地）以外にも、核関連施
設許可を受けた民間の核関連施設を含むことと
する。

・罰則の強化（第13-15条）

　2000年テロリズム法を改正し、テロリズムを
目的とした物品の所有について科する拘禁刑を、
最高10年から15年に延長する。
　1983年核物質（犯罪）法（Nuclear Material 
（Offences） Act 1983 （c. 18））を改正し、テロ
リズム以外の指定された犯罪（謀殺、故殺、傷
害、窃盗、金品強要等）の実行、準備、脅迫を
目的とした、核物質の受取り、所有及び取扱い
について科する拘禁刑を最高14年から無期に引
き上げる。
　2000年調査権限規制法（Regulation of Inves-
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tigatory Powers Act 2000 （c.23））を改正し、
暗号化等によって保護される情報の開示を要請
する通知に従わなかったときに科される拘禁刑
を、国家安全保障に関連した事件の場合、最高
2 年から 5 年に引き上げる。

・テロリズム事件における予備審理（第16条）

　1996年刑事手続及び捜査法（Criminal Pro-
cedure and Investigations Act 1996 （c.25））第
29条は、重大かつ複雑な事件において、陪審員
の理解を促進することを目的として、予備審理
を開く権限を裁判官に与えた。
　新法はこれを改正し、被告のうち 1 人の起訴
状にテロリズム犯罪が含まれている事件や、被
告のうち 1 人の起訴状に最高10年の拘禁刑を科
される罪状が含まれ、かつ起訴された犯罪行為
がテロリズムに関係している可能性が高い事件
については、予備審理を開くことを裁判官に義
務づける。

・ テロ犯罪に対する司法管轄権の拡大（第17条）

　国外で行われた行為が、イギリス国内であれ
ば次に挙げるテロリズムに関連した行為又はそ
れらのための共謀、扇動、試み、援助、幇助、
助言又は物品調達と認められるとき、犯人がイ
ギリス国籍を有するか否かにかかわらず（企業
であればイギリスで法人格を取得しているか否
かにかかわらず）、国内の裁判所で裁くことを
可能とする。

⑴　テロリズムの奨励
⑵　テロリズム刊行物の頒布
⑶　テロリスト活動の準備
⑷　テロリズムの訓練（訓練場への出入を含む）
⑸ 　放射能関連の機器及び放射性物質並びに核

関連施設及びサイトに関与する犯罪
⑹　指定組織への所属
⑺　武器の訓練

　この規定は、⑴～⑷に関しては欧州評議会の
テロリズム防止条約第14条「司法管轄権」を、
⑸に関しては核テロ防止条約第 9 条「補助的な
犯罪」をそれぞれ国内法化するものである。
　政府はテロリズムを裁く有効な国際法廷の場
がない以上、司法管轄権の領域外適用が必要と
なるが、実際の運用は状況次第との立場を明ら
かにしている。

・企業経営者等の責任（第18条）

　法人が、2006年法第 1 部に定める犯罪を犯し、
当該の違反に関して法人の経営責任者の同意、
黙認、懈怠の責任が証明されたときは、経営責
任者が罰せられる。

・訴追に対する同意（第19条）

　2006年法第 1 部に定める犯罪の訴追は、イン
グランド及びウェールズ又は北アイルランドに
おけるそれぞれの地方の検察局長の同意がある
ときに限って、始めることができる。
　海外で当該犯罪が発生した場合であれば、上
記に加えて、さらにイングランド及びウェール
ズでは司法長官（Attorney General）、北アイ
ルランドでは北アイルランド法律顧問官（Advo-
cate General for Northern Ireland）の同意が
必要となる。

第 2部　雑則

・テロリスト組織の指定（第21-22条）

　2000年テロリズム法第 3 条（Ⅱ‒1‒⑵の「テ
ロリスト組織の指定」を参照）を改正し、第 1
条「テロリズムの奨励」と関連して、組織を非
合法化の対象として指定する理由としての「テ
ロリズムの奨励」に、「テロリズムの賛美」が
含まれることとする。
　既に指定された非合法組織が、名前を変えて
活動するときは、同じ非合法組織として扱うこ
とを定める。
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・テロリスト容疑者の勾留（第23-25条）

［概要］

　テロリスト容疑者の最長勾留期間を、現在の
最高14日（Ⅱ‒1‒⑵の「警察の権限」参照）から、
28日に延長し、勾留期間延長に必要な理由とし
て、「関連する証拠に関わる検査又は分析にか
かる待機」を加える。
　また、この最長28日間の勾留期間には、有効
期間を 1 年とする「サンセット条項」が加えら
れており、施行後 1 年で再び14日に戻ることと
なる。しかし、主務大臣は議会各院の承認を受
けた委任立法の命令により、有効期間を 1 年間
延長することができる。

［議論］

　先述したように、政府は12ポイント計画の段
階から90日間の勾留期間の導入を予定しており、
草案と提出法案にこの規定が含まれていた。政
府側の主張は、自爆テロ行為に対抗するには容
疑者を即座に逮捕し、必要な証拠固めを勾留期
間中に行うべきであるというもので、逆に言え
ば、根拠のない容疑に基づく長期勾留がありう
ることも示唆していた。
　この規定については、両野党、与党内及び市
民権団体から過剰であるとの批判が集中した。
人権問題の視点からは、欧州人権条約第 5 条「身
体の自由及び安全性に対する権利」に抵触する
可能性がまず考えられるが、上下両院の人権合
同委員会は、これに加えて人権条約第 3 条「拷
問の禁止」で禁止される「非人道的なもしくは
品位を傷つける取扱い」に抵触し、さらにこの
長期勾留によって取得された証拠が法廷で認め
られない可能性があると指摘している

（注59）

。
　またイスラム教徒コミュニティを中心に、こ
の警察権限が濫用されることへの警戒心も強く、
これには逮捕件数に比較して非常に低い起訴件
数（つまり、本来不起訴・釈放となる者が勾留
される可能性が高いということ）（Ⅱ‒1‒⑶の

「2000年法に対する批判」）、警察によるテロリ
ズム法の「柔軟」かつ広範な運用等に対する不
信感も無縁であるとはいえない。
　議会での猛烈な反対に直面したクラーク内相
（当時）は、勾留期間を42日程度に抑えた妥協
案の提出を示唆していたが、ブレア首相の強い
意志により、期間短縮の代わりに、規定を1年
後に見直すサンセット条項を盛り込む妥協案が
提出されることとなった。
　結局、この案は2005年11月 9 日の下院の委員
会報告において否決され、最終的に28日間の上
限が定められた。さらに上院で提出された60日
の勾留期間案も2006年 1 月25日に否決され（Ⅳ
‒2「審議の経過」参照）、12ポイント計画発表
以来、勾留期間延長に関して強硬姿勢を貫いて
きたブレア首相の「賭け」は完全に裏目に出た
と評されている。
　2006年テロリズム法の中で、この規定が一番
最初に施行されるものと考えられていたが、6
月1日現在この規定だけが施行されていない状
態である。

・場所・施設の捜索（第26-27条）

　2000年テロリズム法附則第 5 第 1 条は、裁判
官から令状を付与された警察官が、テロリスト
捜査の目的で指定された場所・施設の立入り調
査を行う権限を定め、第11条は1984年警察及び
刑事証拠法（Police and Criminal Evidence Act 
1984 （c.60））が定める「除外資料（excepted 
material）」 又 は「 特 殊 手 続 資 料（special 
procedure material）」捜索の目的で指定された
場所・施設の立入り調査を行う権限を定めてい
た。
　「除外資料」は業務遂行によって取得され、
信頼に基いて内密に保持する個人記録の資料を
意味し、医療目的で採取された人体の組織又は
組織液、取材対象との信頼に基いて取得された
取材資料の文書又は記録等がこれに該当する。



107外国の立法 228（2006. 5）

英国2006年テロリズム法―「邪悪な思想」との闘い

「特殊手続資料」は、除外資料に該当しない取
材資料及び個人情報等を意味し、銀行や会計士
が保持する企業の会計記録等がこれに該当する。
　また場所・施設は、海上に設置された施設、
テント、車輌、航空機、鉄道車両、船舶及びホ
バークラフトが含まれる。
　これらの規定を改正し、捜査を許可する令状
が特定の場所・施設だけではなく、指定された
者が占有するすべての場所・施設を捜査対象と
することを可能とする。

・テロリスト刊行物の捜索、押収及び没収（第

28条及び附則第 2）

　令状を付与された警察官に対して、テロリス
ト刊行物があると思われる場所・施設に立ち入
り、捜索を行い、当該刊行物と判断した物品を
押収する権限を与える。
　物品を押収された者は、警察による押収の通
知を受けてから1か月以内に権利主張を通告し、
その返却を裁判所に申し立てることができる。
　裁判所が物品の没収を決定した場合、警察は
物品を破棄し、又は適当と思われる態様で処分
する。

・車輌を捜索する権限の拡大（第29条）

　2000年テロリズム法附則第 7 第 8 条は港湾、
国境地域等において、検査官（examining 
officer。警察官、入国管理官、関税局職員をいう）
が、テロリズムに関係する疑いを認めた者及び
その所有物、車輌、搭乗船舶及び航空機を捜索
する権限を定めていた。
　2006年法はこれを改正し、船舶又は航空機上
の車輌をも捜索対象とすることを可能とする。
これは北アイルランドとの国境地域に限って適
用していた車輌捜索の規定を拡大するものであ
る。

・職務質問権限の内水への拡大適用（第30条）

　警察官が主務大臣から付与された権限に基づ
き、指定された地域において、任意に通行人又
は車輌を停止させ、職務質問と検査を行う権限
（前記Ⅱ‒1‒⑵の「警察の権限」を参照）を、
指定された地域・場所に隣接する内水又は指定
された内水で行使できるようにする。
　停止の対象は、当然車輌ではなく船舶、航空
機等が想定され、「操縦者（driver）」はそれら
の乗り物の船長、操縦士等も該当すると定義さ
れている。

・1994年諜報部法の改正（第31条）

　1994年諜報部法（Intelligence Services Act 
1994 （c.13））第 5 条は、国内の諜報活動を所管
する情報部、対外諜報活動を所管する秘密諜報
部（Secret Intelligence Service、 通 称 MI6）
及び通信傍受を所管する政府通信本部（Govern-
ment Communications Headquarters、 通 称
GCHQ）が容疑者の資産である土地・施設等へ
の立入り又は介入（interfere）及び無線電信へ
の干渉にあたっては、主務大臣の令状を得るこ
とを義務づけている。
　同法第 6 条は、主務大臣の署名により発され
た令状の有効期限を 6 月と定める。ただし緊急
の場合に主務大臣が声明によって保証した同大
臣による特別許可に基き、当該省庁（内務省）
の上級官吏の署名を得て交付される令状の有効
期限は、 2 労働日と定めていた。
　2006年法はこの規定を改正し、主務大臣が指
名した上級官吏が、主務大臣から個別の権限を
授与されることなく、有効期間が 5 労働日の令
状を自らの署名だけで交付する権限を与えた。
この上級官吏は、MI6及び GCHQ が捜査対象
とする資産が想定に反してイギリス諸島外では
なく、同諸島内にあると判明し、緊急な状況の
変化に対応する必要が生じたときに限って署名
して令状を交付することができる。これらの令
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状を交付したときは、実行可能な限り速やかに
その旨を主務大臣に報告しなければならない。

・2000年調査権限制限法の改正（第32条）

　国家安全保障及びイギリスの経済的安寧の保
護を目的として傍受令状を発するときは、最初
に発せられた令状の有効期間を、 3 か月から 6
か月に延長する。

・ テロリスト捜査の目的のための開示通知（第

33条）

　2005年重大組織犯罪及び警察法は、捜査当局
（公訴局長官、歳入・関税検察局長、スコット
ランドの法務総裁）による開示通知（disclosure 
notice）に基き、SOCA

（注60）

職員、警察官、歳入・
関税局職員が、その通知で指定する者に証言及
び文書の提出を求めることができるようにした。
　開示通知に基く要求に従わなかった者は、最
高51週間の拘禁刑と罰金基準表 5 級（5000ポン
ド）以下の罰金が併科され、虚偽の証言をし又
は虚偽の文書を提出した場合は、最高 2 年の拘
禁刑と罰金が併科される。
　この開示通知は、麻薬取引、マネーロンダリ
ング、テロリズムに関連した資金活動、人身取
引、武器取引、偽造、知的所有権の侵害、売春
の斡旋、恐喝等の「生業化した犯罪

（注61）

」を対象と
していたが、2006年法により「テロリズムの奨
励」と「テロリズム刊行物」以外のテロリズム
犯罪も加えられることとなる。

・テロリズムの定義の改正（第34条）

　2000年テロリズム法第 1 条に定められたテロ
リズムの定義を改正し、政府に加えて政府間国
際機関（例：国連）に影響を与えることを目的
とした特定の行動の利用又は脅迫が、テロリズ
ムに該当するものと定義する（Ⅱ‒1‒⑵の「定
義」を参照）。
　この規定は、イギリスの国内法と各種国際条

約におけるテロリズムの定義を均一化する目的
で定められた。

第 3部　補則

　主務大臣に、2000年テロリズム法及び2006年
テロリズム法の第 1 部の運用を審査する者を任
命し、 1 年に 1 度審査報告をさせ、報告結果を
議会に提出する義務を課する。
　この法律は、2006年テロリズム法と呼称し、
ほとんどの規定は連合王国全土に適用される。

注

＊ インターネット情報はすべて2006年 2 月28日現在で

ある。

⑴ 　Security Council Sixtieth year 5261st meeting, 

Wednesday, 14 September 2005, 11.20 a.m., New 

York, S/PV.5261.

　 <http://daccessdds.un.org/doc/UNDOC/PRO/N05/ 

510/34/PDF/N0551034.pdf?OpenElement>

⑵ 　各警察管区の警察隊が単体でテロ事件に対応する

のが困難なこともあり、ロンドン警視庁の対テロリ

スト部門（Anti-Terrorist Branch）、通称 SO13が捜

査活動の中心となる。SO13はロンドン警視庁管区内

のテロ事件を担当し、かつ他の警察隊管区のテロ事

件捜査を補佐し、その長は ACPO（Association of 

Chief Police Officers、警察隊の本部長又は副本部長

クラスの役職者で構成される職員団体）において、

テロリズム及び過激な動物権団体の関わる事件の調

査における、全国調整官に任命されている。

⑶ 　2006年 5 月 4 日の統一地方選挙後の内閣改造以前

は、内相はチャールズ・クラーク、対テロリズム所

管担当大臣はヘイゼル・ブリアーズだった。

⑷ 　URL は下の通りである。

　<http://security.homeoffice.gov.uk/>

⑸ 　David Leppard, “Labour’s war on terror is failing, 

says leaked report”, Sunday Times, October 23, 

2005.

　 <http://www.timesonline.co.uk/article/0,,2087-18389
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08,00.html>

⑹ 　2001年反テロリズム、犯罪及び安全保障法の制定

とそれ以前のイギリスにおける対テロ法の大まかな

流れに関しては、次の論文を参照されたい

　 岡久慶「Ⅳ テロ対策　 2  イギリス」『主要国におけ

る緊急事態への対処　総合調査報告書』（調査資料

2003-1）国立国会図書館調査及び立法考査局，

2003，pp.86-97.

　 <http://www.ndl.go.jp/jp/data/publication/docume 

nt/2003/1/20030107.pdf>

　 また、2001年反テロリズム、犯罪及び安全保障法と

2005年テロリズム防止法の制定の背景及び2005年テ

ロリズム防止法の翻訳・解説は、次の記事を参照さ

れたい。

　 岡久慶「英国2005年テロリズム防止法」『外国の立法』

226号，2005.11，pp.44-82.

　 <http://www.ndl.go.jp/jp/data/publication/legis/22 

6/022602.pdf>

⑺ 　Irish Republicans. 全アイルランドを独立共和国と

して統一しようとする運動。いわゆるアイルランド

共和国軍（Irish Republican Army、通称 IRA）及び

その分派が、その過激グループである。

⑻ 　最初に指定されたのは、全てアイルランド共和国

派又は英国帰属支持派（Loyalists）の過激団体だった。

⑼ 　Home Office and Northern Ireland Office, 

Legislation Against Terrorism CM 4178, 1998.

　 <http://www.archive.official-documents.co.uk/docu 

ment/cm41/4178/4178.htm>

⑽ 　スコットランドとウェールズは、1997年 9 月に実

施された住民投票の結果、それぞれ独自の議会を持

つことが決定されていた。

⑾ 　内務省ウェブサイトの次のページを参照。

　 <http://www.homeoffice.gov.uk/security/terrorism- 

and-the-law/terrorism-act/proscribed-groups>

⑿ 　内務省ウェブサイトの次のページを参照。

　 <http://www.homeoffice.gov.uk/security/terrorism- 

and-the-law/terrorism-act/>

⒀ 　BBC ウェブサイトの次の記事を参照。

　 <http://news.bbc.co.uk/1/hi/uk_politics/4292342.st 

m>

⒁ 　BBC ウェブサイトの次の記事を参照。

　 <http://news.bbc.co.uk/1/hi/england/west_midland 

s/4736748.stm>

⒂ 　Sean O’Neill, “Why France lived in fear of 

‘Londonistan’“, Daily Telegraph, Oct. 13, 2001.

　 <http://www.telegraph.co.uk/news/main.jhtml?xml 

=/news/2001/10/13/nmosq13.xml>

⒃ 　Jamie Campbell, “Why terrorists love Britain”, 

New Statesman, Aug. 9, 2004.

⒄ 　Special Relationship. 本来はアメリカ合衆国と英連

邦諸国との親しい関係を示す言葉であるが、イギリ

スにおいてはアメリカ合衆国とイギリスとの、政治、

外交、軍事、文化面における密接な関係を示すため

に使われる。

⒅ 　次の資料でも触れている。

　 岡久慶「2005年重大組織犯罪及び警察法―「イギリ

スの FBI」設置へ」『外国の立法』225号，2005.8，

pp.177-189.

　 <http://www.ndl.go.jp/jp/data/publication/legis/22 

5/022513.pdf>

⒆ 　1998年データ保護法（Data Protection Act 1998）

及び2000年情報自由法の施行を監視する、独立監察

官で議会に対して責任を持つ ｡ その職務は、データ

保護権に対する一般公衆の知識を促進し、個人デー

タ管理者用の実務手引きを作成して配布し、また上

記の法律の違反があればそれを調査し、起訴するこ

とである。

⒇ 　詳細は次の資料を参照されたい。

　 Home Office, Retention of Communications Data 

under Part 11: Anti-Terrorism, Crime and Security 

Act 2001. Voluntary Code of Practice, Dec. 1, 2001.

　 <http://security.homeoffice.gov.uk/news-and-public 

ations1/publication-search/general/5b1.pdf?view=Bi 

nary>

21 　2005年 憲 法 改 革 法（Constitutional Reform Act 

2005 （c.4））によって、新たに設置される連合王国最
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高裁判所（Supreme Court of the United Kingdom）

に機能が移管されることが決定している。ただしそ

の時期は、建物の整備が終わる2008年以降になると

思われる（岡久慶「憲法改革法案：司法権独立の強化」

『外国の立法』222号，2004.11，pp.158-170. を参照）。

　 <http://www.ndl.go.jp/jp/data/publication/legis/22 

2/022209.pdf>

22 　A （FC） and others （FC） （Appellants） v. Secretary 

of State for the Home Department （Respondent）, 

［2004］ UKHL 56 on appeal from ［2002］ EWCA 

Civ 1502, Dec. 16, 2004.

　 <http://www.publications.parliament.uk/pa/ld20040 

5/ldjudgmt/jd041216/a&others.pdf>

23 　欧州人権条約と両立しないと宣告された第一次的

立法（primary legislation）は、即座に失効しないが、

政府に状況是正の義務が課される。

24 　イングランド及びウェールズ、北アイルランドに

おいては高等法院（High Court）、スコットランド

においては民事上級裁判所第一審部（Outer House 

of the Court of Session）をいう。

25 　Lord Carlile of Berriew, First Report of the 

Independent Review Pursuant to Section 14(3) of the 

Prevention of Terrorism Act, Feb. 6, 2006. 

　 <http://security.homeoffice.gov.uk/news-and-public 

ations1/publication-search/independent-reviews/law 

s-against-terror.pdf?view=Binary>

26 　横山潔「調査権限規制法の成立」『外国の立法』

214号，2002.11，pp.47-129．を参照。

　 <http://www.ndl.go.jp/jp/data/publication/legis/21 

4/21402.pdf>

27 　Op. cit. ⒅ .

28 　Opinions of the Lords of Appeal for Judgment in 

the Cause “A (FC) and others (FC) (Appellants) v. 

Secretary of State for the Home Department 

(Respondent) (2004). A and others (Appellants) (FC) 

and others v. Secretary of State for the Home 

Department (Respondent) (Conjoined Appeals)”, 

［2005］ UKHL 71, Dec. 8, 2005.

　 <http://www.publications.parliament.uk/pa/ld20050 

6/ldjudgmt/jd051208/aand.pdf>

29 　Lord of Appeal in Ordinary。一般には Law Lord

（法官貴族）と呼ばれる、上院の一代貴族。

30 　Charles Clarke, “I welcome the ban on evidence 

gained through torture”, Guardian, Dec. 13, 2005.

　 <http://www.guardian.co.uk/comment/story/0,,166 

5656,00.html>

31 　Richard Norton-Taylor, “Two Britons held in 

Iraq”, Guradian, January 7, 2005.

　 <http://www.guardian.co.uk/international/story/0,, 

1385202,00.html>

32 　犯人と思われる 4 人の内、パキスタン系の 3 人は

イギリスで生まれ育ち、ジャマイカ系の 1 人は生後

5 か月からイギリスで育った。

33 　Robert Winnett and David Leppard, “Leaked No 

10 dossier reveals Al-Qaeda’s British recruits”, 

Sunday Times, Jul. 10, 2005.

　 <http://www.timesonline.co.uk/article/0,,2087-16882 

61,00.html>

　 報告書は、内務省及び外務省が共同で作成し、2004

年 4 月 6 日付で首相のために提出したものである。

上記ウェブサイトでは報告書のPDF版がアップロー

ドされている。　

34 　Anthony King, “One in four Muslims sympathises 

with motives of terrorists”, Daily Telegraph, Jul. 23, 

2005.

　 <http://www.telegraph.co.uk/news/main.jhtml?xml 

=/news/2005/07/23/npoll23.xml&sSheet=/news/20 

05/07/23/ixnewstop.html>

35 　Vikram Dodd, “Two-thirds of Muslims consider 

leaving UK”, Guardian, Jul. 26, 2005.

　 <http://www.guardian.co.uk/attackonlondon/story/ 

0,,1536222,00.html>

36 　例えばイスラム教徒の学校卒業生の就職率は76％

であり、全体の就職率87％に比べてかなり低いこと

を、労働年金省のマーガレット・ホッジ労働担当大

臣は指摘している。労働年金省ウェブサイトの次の
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ページを参照。

　 <http://www.dwp.gov.uk/mediacentre/pressrelease 

s/2005/jul/empl010-190705.asp>

37 　イスラム過激派の影響力は大学のキャンパスにも

及び、23の大学でその活動が確認されたとする報告

書が発表されている。

　 Anthony Glees and Chris Popek, When Students 

Turn to Terror: Terrorist and Extremist Activity on 

British Campuses. Social Affairs Unit, 2005. 

38 　イラク戦争開始のため、ブレア首相が憲法的枠組

みを越えて活動したことに関して、個人責任を問う

弾劾裁判を行おうとする動きが議会内でもあり、罪

状を挙げた報告書がウェブサイト impeachblair.org

の次のページで公開されている。

　 <http://impeachblair.org/downloads/A_Case_To_A 

nswer.pdf>

39 　James Sturcke and agencies, “Straw rejects war 

link to bombings”, Jul. 18, 2005.

　 <http://www.guardian.co.uk/attackonlondon/story/ 

0,,1531005,00.html>

40 　カーンの主張の全文は、次の BBC ウェブサイト

に掲載されている。

　 <http://news.bbc.co.uk/1/hi/uk/4206800.stm>

41 　書簡は内務省ウェブサイトの次のページでアップ

ロードされている。

　 <http://security.homeoffice.gov.uk/news-and-public 

ations1/publication-search/legislation-publications/p 

roposed-legislation-letter>

42 　Council of Europe Convention on the Prevention 

of Terrorism （CETS No.196）

　 <http://www.conventions.coe.int/Treaty/EN/Treat 

ies/Html/196.htm>

43 　首相官邸ウェブサイトの次のページを参照。

　 <http://www.number-10.gov.uk/output/Page8041.a 

sp>

44 　イスラム過激派の影響力を拡大する、過激で扇動

的メッセージの発信源として、モスクにおける聖職

者の説法以外にも、インターネット上のウェブサイ

ト、 あ る い は イ ス ラ ム 教 の 書 店（Islamic 

Bookshop）が利用されている。

45 　Alan Travis, “Reprieve for ‘extremist’ mosques“, 

Guardian, Dec. 16, 2005.

　 <http://www.guardian.co.uk/religion/Story/0,,16687 

79,00.html>

46 　この時クラーク内相（当時）は休暇中であり、首

相が内相に諮ることなく計画を打ち出したとの憶測

も流れた。内相はこれを否定している。

47 　Peter Oborne, “The Politics of Fear”, Independent, 

Feb. 15, 2006.

48 　この時期、タブロイド紙は危機感を煽る報道を頻

繁に行い、政府は何らかの強い対応を打ち出す圧力

に晒されていた。

49 　Seumas Milne, “This law won’t fight terror - it is 

an incitement to terrorism”, Guardian, Oct. 13, 2005.

　 <http://www.guardian.co.uk/comment/story/0,,159 

0703,00.html>

50 　site. 核施設、実験用地等の多様な施設、広大な用

地を指す言葉として用いられており、これに対応す

る適切な日本語が見当たらないために、あえてサイ

トという外来語表現を用いた。

51 　1977年 2 月20日に発効した、「国際的に保護される

者（外交官を含む。）に対する犯罪の防止及び処罰に

関する条約（Convention on the Prevention and Pun-

ishment of Crimes against Internationally Protected 

Persons, including Diplomatic Agents）に基づいて、
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